
【表紙】 

【提出書類】 半期報告書 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成17年11月18日 

【中間会計期間】 第55期中(自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日) 

【会社名】 株式会社ダイエー 

【英訳名】 The Daiei,Inc. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  樋口 泰行 

【本店の所在の場所】 兵庫県神戸市中央区港島中町４丁目１番１ 

【電話番号】 (０７８)３０２－５００１(直通) 

【事務連絡者氏名】 総務人事本部  新家 寛也 

【最寄りの連絡場所】 東京都港区芝公園２丁目４番１号 

【電話番号】 (０３)３４３３－９５２６(直通) 

【事務連絡者氏名】 財務経理本部連結経理部長  大野 勇 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

(大阪市中央区北浜１丁目８番16号) 

株式会社東京証券取引所 

(東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

株式会社名古屋証券取引所 

(名古屋市中区栄３丁目３番17号) 

証券会員制法人福岡証券取引所 

(福岡市中央区天神２丁目14番２号) 

証券会員制法人札幌証券取引所 

(札幌市中央区南一条西５丁目14番地の１) 



第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1)連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。 

    ２．パートタイマー及びアルバイトの員数は１日８時間換算による期中平均人員を記載している。 

    ３．第54期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失金額が計上されてい

るため記載していない。 

    ４．当社は、平成17年３月31日付でＤ種①優先株式及びＤ種②優先株式の全株が普通株式に転換されたことによ

り、発行済普通株式が181,077千株増加している。 

    ５．当社は、平成17年５月10日付で発行済普通株式について10株を１株の割合で併合しており、１株当たり中間

純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額は、期首に株式併合が行われたものとして計算し

ている。  

なお、平成17年５月10日付で発行済のＡ種優先株式、Ｂ種優先株式、Ｅ種優先株式、Ｆ種優先株式、及びＧ

種優先株式の全てを無償で強制消却を行うとともに、第三者割当増資により普通株式33,244千株及び甲種類

株式99,733千株を発行している。 

６．当社は、平成17年７月１日に株式交換を行ったことにより、発行済普通株式が2,960千株増加している。 

回次 第53期中 第54期中 第55期中 第53期 第54期 

会計期間 

自平成15年 
３月１日 
至平成15年 
８月31日 

自平成16年 
３月１日 
至平成16年 
８月31日 

自平成17年 
３月１日 
至平成17年 
８月31日 

自平成15年 
３月１日 
至平成16年 
２月29日 

自平成16年 
３月１日 
至平成17年 
２月28日 

売上高        （百万円） 870,307 815,350 745,008 1,752,032 1,592,660 

経常利益       （百万円） 12,518 16,632 8,562 31,500 7,301 

中間（当期）純利益又は当期純損失

（△）        （百万円） 
2,302 1,184 414,214 18,148 △511,198 

純資産額       （百万円） 75,125 104,767 116,504 88,525 △412,098 

総資産額       （百万円） 2,258,075 2,050,863 1,530,023 2,260,782 1,626,800 

１株当たり純資産額    （円） △415.08 △289.49 588.38 △354.30 △1,457.04 

１株当たり中間（当期）純利益金額

又は１株当たり当期純損失金額

(△）           （円） 

2.96 1.89 2,746.94 23.30 △806.43 

潜在株式調整後１株当たり    

中間（当期）純利益金額  （円） 
1.48 0.84 2,345.23 11.62 - 

自己資本比率       （％） 3.3 5.1 7.6 3.9 △25.3 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

（百万円） 
23,079 4,180 △26,833 50,631 36,228 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

（百万円） 
△13,000 △8,928 80,688 1,249 8,990 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

（百万円） 
△8,852 △80,515 △81,007 △1,509 △36,466 

現金及び現金同等物の      

中間期末（期末）残高 （百万円） 
147,428 110,704 177,513 195,598 204,151 

従業員数 

（外パートタイマー及び 

アルバイトの員数）   （人） 

23,560 

(55,756)

21,596 

(53,294)

18,682 

(49,461)

22,730 

(54,514)

20,012 

(50,819)



(2)提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。 

２．パートタイマー及びアルバイトの員数は１日８時間換算による期中平均人員を記載している。 

３．第53期中及び第54期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、１株当たり中間（当

期）純損失金額が計上されているため記載していない。 

 ４．当社は、平成17年３月31日付でＤ種①優先株式及びＤ種②優先株式の全株が普通株式に転換されたことによ

り、発行済普通株式が181,077千株増加している。 

 ５．当社は、平成17年５月10日付で発行済普通株式について10株を１株の割合で併合しており、１株当たり中間

純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額は、期首に株式併合が行われたものとして計算し

ている。                                  

なお、平成17年５月10日付で発行済のＡ種優先株式、Ｂ種優先株式、Ｅ種優先株式、Ｆ種優先株式、及びＧ

種優先株式の全てを無償で強制消却を行うとともに、第三者割当増資により普通株式33,244千株及び甲種類

株式99,733千株を発行している。 

 ６．当社は、平成17年７月１日に株式交換を行ったことにより、発行済普通株式が2,960千株増加している。 

 ７．第54期中より、提出会社の金額記載単位を従来の百万円未満切り捨てから百万円未満四捨五入に変更してい

る。 

回次 第53期中 第54期中 第55期中 第53期 第54期 

会計期間 

自平成15年 
３月１日 
至平成15年 
８月31日 

自平成16年 
３月１日 

至平成16年 
８月31日 

自平成17年 
３月１日 
至平成17年 
８月31日 

自平成15年 
３月１日 
至平成16年 
２月29日 

自平成16年 
３月１日 
至平成17年 
２月28日 

売上高          （百万円） 681,565 639,253 586,885 1,375,838 1,254,893 

経常利益又は経常損失(△） (百万円） 5,136 6,285 △3,759 16,645 5,326 

中間（当期）純利益又は中間（当期）

純損失（△）          （百万円） 
△3,038 471 403,098 14,581 △473,699 

資本金           （百万円） 117,011 119,510 56,517 119,510 119,510 

発行済株式総数       （千株） 

普通株式 

425,888 

Ａ種優先株式 

4,500 

Ｂ種優先株式 

4,500 

Ｄ種①優先株式 

20,000 

Ｄ種②優先株式 

20,000 

Ｅ種優先株式 

50,000 

Ｆ種優先株式 

80,000 

Ｇ種優先株式 

50,000 

普通株式 

449,918 

Ａ種優先株式 

4,500 

Ｂ種優先株式 

4,500 

Ｄ種①優先株式 

20,000 

Ｄ種②優先株式 

20,000 

Ｅ種優先株式 

50,000 

Ｆ種優先株式 

80,000 

Ｇ種優先株式 

50,000 

普通株式 

99,304 

甲種類株式 

99,733 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

普通株式 

449,918 

Ａ種優先株式 

4,500 

Ｂ種優先株式 

4,500 

Ｄ種①優先株式 

20,000 

Ｄ種②優先株式 

20,000 

Ｅ種優先株式 

50,000 

Ｆ種優先株式 

80,000 

Ｇ種優先株式 

50,000 

普通株式 

449,918 

Ａ種優先株式 

4,500 

Ｂ種優先株式 

4,500 

Ｄ種①優先株式 

20,000 

Ｄ種②優先株式 

20,000 

Ｅ種優先株式 

50,000 

Ｆ種優先株式 

80,000 

Ｇ種優先株式 

50,000 

純資産額          （百万円） 90,035 108,965 145,799 106,379 △369,351 

総資産額          （百万円） 1,528,120 1,387,739 1,184,959 1,421,553 1,136,124 

１株当たり純資産額       （円） △335.90 △273.49 732.60 △281.25 △1,337.01 

１株当たり中間（当期）純利益金額又

は１株当たり中間（当期）純損失金額

(△）                 （円） 

△3.69 0.72 2,658.22 17.71 △729.20 

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益金額     （円） 
－ 0.32 2,271.35 9.08 － 

１株当たり中間（年間）配当額 (円） － － － － － 

自己資本比率          （％） 5.9 7.9 12.3 7.5 △32.5 

従業員数 

（外パートタイマー及び 

アルバイトの員数）      （人） 

10,678 

(29,974)

10,091 

(28,890)

8,849 

(27,860)

10,190 

(30,392)

9,604 

(28,469)



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はな

い。なお、事業の種類別セグメントごとの主要な関係会社の異動は、次のとおりである。 

〔小売事業〕  ：㈱５５ステーションは、平成17年４月19日に会社更生手続き開始の決定を受けたことにより、

         連結子会社から除外している。 

〔金融事業〕  ：該当事項なし。 

〔不動産事業〕 ：該当事項なし。 

〔その他事業〕 ：該当事項なし。 

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、新たに提出会社の関係会社となったのは、以下のとおりである。 

(その他の関係会社） 

(注)１．議決権の被所有割合は、普通株式及び甲種類株式の議決権を合算して算出したものである。 

(注)２．㈲ＤＲＦは、国内外機関投資家及びアドバンテッジパートナーズＬＬＰの組成するファンドが匿名組合員と

して出資する匿名組合の営業者である。 

４【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況                                平成17年８月31日現在 

 (注)１．従業員数は就業人員であり、パートタイマー及びアルバイトの期中平均人員（ただし、１日８時間換算に

よる人員）を（ ）内に外数で記載している。 

  (注)２．当中間連結会計期間より、前連結会計年度までは従業員数に含めていたフルタイマーの契約社員を、パート

タイマー及びアルバイトの期中平均人員に含めて記載している。この結果、従来の方法によった場合に比

べ、従業員数は309名減少し、パートタイマー及びアルバイトの期中平均人員は同人員数増加している。 

 (2)提出会社の状況                                平成17年８月31日現在 

  (注)１．従業員数は就業人員であり、パートタイマー及びアルバイトの期中平均人員（ただし、１日８時間換算に

よる人員）を（ ）内に外数で記載している。 

  (注)２．当中間会計期間より、前事業年度までは従業員数に含めていたフルタイマーの契約社員を、パートタイ 

マー及びアルバイトの期中平均人員に含めて記載している。この結果、従来の方法によった場合に比べ、

従業員数は309名減少し、パートタイマー及びアルバイトの期中平均人員は同人員数増加している。 

(3)労働組合の状況 

 労使関係は安定しており、特記すべき事項はない。 

名称 住所 
資本金 

(百万円) 
主要な事業の内容 

議決権

の被所

有割合

（％） 

役員の

兼任等

 (人) 

資金

援助 
営業上の取引 設備の賃貸借

㈱産業再生機構 東京都千代田区 50,507 事業の再生支援 
33.68 

（注）１
― 借入 該当事項なし 該当事項なし 

㈲ＤＲＦ(注)２ 東京都千代田区 5 
経営コンサルティング 

有価証券の運用及び管理  

23.59 

（注）１
1 

  

無 

  

  

該当事項なし 

  

  

該当事項なし 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

小売事業 12,919 (37,618) 

金融事業 1,201 (2,429) 

不動産事業 82 (21) 

その他事業 4,480 (9,393) 

計 18,682 (49,461) 

従業員数（人） 8,849 (27,860) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、雇用情勢には厳しさが残るものの、個人消費が持ち直し、企業収益の改善

や設備投資の増加など、踊り場から脱する動きが見られ、緩やかに回復してまいりました。 

 このような経済情勢のもと、当社は新たな経営体制を発足させ、株式会社産業再生機構（以下「産業再生機

構」）、アドバンテッジパートナーズＬＬＰ（以下「ＡＰ社」）及び丸紅株式会社（以下「丸紅」）の支援体制のも

とで財務内容の健全化を進め、「負の遺産処理」及び「企業価値拡大」の両面から、当社グループの再生に向けた取

り組みを開始いたしました。 

「負の遺産処理」につきましては、当社グループが再生するために早急に処理すべき問題として、不採算店舗の

閉鎖、在庫の処分、取引の見直し、人事リストラクチャリング等の施策に取り組んでまいりました。 

  当中間連結会計期間において、当社における不採算店舗９店舗を閉鎖いたしました。また、滞留在庫の一掃処分を

行うとともに新商品への入替えを進め、同時に取引先の見直しを実施いたしました。さらに、６月に管理職の希望退

職を実施するとともに、店舗閉鎖・本社スリム化など総合的なリストラクチャリングに伴う人員の適正化の為の施策

検討を進めてまいりました。 

  また、グループ各社におきましても、不採算事業からの撤退並びに遊休不動産及びノンコア事業の売却等、資産整

理の準備を進めてまいりました。  

「企業価値拡大」につきましては、現場の活性化に向けた意識改革を進め、コア事業である小売事業の営業力強

化、及びグループ再編に取り組んでまいりました。 

  現場の意識改革につきましては、新経営陣のもと、①人事ローテーション・表彰制度の再開等による「人のマネジ

メント」 ②権限の委譲・店主導の運営体制確立による「社内プロセス改革」 ③社長直轄プロジェクト設置・経営

陣による店舗巡回及びミッション浸透活動等のオープンコミュニケーションを重視した「ハンズオン（現場参加型）

経営」を重点課題として実施してまいりました。 

 当社を中心とする小売事業では、営業力の強化への取り組みとして、６月に社長直轄で「青果鮮度改善プロジェク

ト」を発足させ、お客様の関心が高い青果の鮮度アップにスピード感を持って全社的に取り組みました。具体的に

は、プロジェクトを中心として、新鮮でおいしい野菜をお届けするために、仕入れの段階からお客様が手に取ってい

ただく瞬間までの全ての段階の見直しを行い、全従業員が鮮度改善に取り組んでまいりました。  

 また、教育体制の整備といたしまして、より専門的な販売技術、加工技術の習得を目標としたトレーニングセン 

ター設置及びインストラクター配置の準備を進めるとともに、接客サービス向上のために、お客様に向けて    

『Ｏｎｅ ｓｔｅｐ Ｏｎｅ ｍｏｒｅ（ワンステップ・ワンモア）宣言』を行い、“ぬくもりのあるお店”に変わる

ためにＣＳの強化に努めてまいりました。 

 さらに、カテゴリーの改廃につきましては、収益性と効率性の両面から精査した結果、大型家具やスポーツ用品、

バリューショップ等の撤退を決定いたしました。また、フーズ部門の強化と新規テナントの導入を柱とした店舗改装

をスピード感を持って推進していくため、７月に「店舗改造プロジェクト」を発足いたしました。 

 一方、グループの再編においては、当社の連結子会社である株式会社十字屋（以下「十字屋」）に対して債権放棄

等の支援を実施したうえで、迅速な意思決定を可能とする体制を早急に確立するために、７月に株式交換を行い当社

の完全子会社といたしました。また、８月には不採算店舗として十字屋の３店舗の閉鎖を決定し、百貨店事業統合の

検討を進めてまいりました。 

金融事業につきましては、株式会社オーエムシーカード（以下「ＯＭＣ」）の信販事業において全国各地の郵便

局での「ＯＭＣ郵貯カード」の会員募集を継続して実施するとともに、高速道路のサービスエリアやカー用品店での

ＥＴＣカードの即時発行や、大規模会員組織である財団法人日本体育協会と提携し公認スポーツ指導者登録証とクレ

ジットカードの一体型カードを７月に発行するなど、幅広い顧客層の獲得に積極的に取り組んでまいりました。 

  カード利用率向上の取り組みにつきましては、ご好評いただいております「ＯＭＣカードご優待デー」を継続して

実施するとともに、公共料金取扱いの拡大といたしまして、東京電力の電気料金に対するクレジットカード決済の申

し込み受付を７月に開始いたしました。 

  さらに、カードキャッシングにつきましては、新規会員を対象に期間限定でキャッシングの利息を７日間無利息と

するサービスの継続や新たに地方銀行２行の現金自動支払機の利用を可能にするなど、会員の利便性向上に努めてま

いりました。  



当中間連結会計期間における連結業績は、金融事業が好調に推移したものの、小売事業の減収や、株式会社５５

ステーションを連結対象から除外したこと等により、営業収益は8,652億円（前年同期比 7.5％減）、営業利益は179

億円（同 28.7％減）、経常利益は86億円（同 48.5％減）となりました。 

 また、特別利益として債務免除益等4,447億円を計上し、一方、固定資産減損損失等253億円の特別損失等により中

間純利益は4,142億円となりました。 

 なお、取引金融機関からの債務免除及び産業再生機構とＡＰ社及び丸紅からの増資受入等により、前連結会計年度

末の一時的な債務超過は解消いたしました。 

事業の種類別セグメントの業績につきましては、小売事業は、３月の天候不順等の影響があったものの当初計画

のとおり営業収益は7,229億円（前年同期比 8.5％減）となり、営業損失は51億円（前年同期差 116億円減）となり

ました。 

 金融事業につきましては、ＯＭＣが信販事業における各種提携カードの発行や加盟店拡大への積極的な取り組みに

加え、カードキャッシングの利用拠点拡大を行った結果、営業収益は812億円（前年同期比 0.8％増）、営業利益は

174億円（同 25.9％増）となりました。 

 不動産事業につきましては、前連結会計年度における福岡事業の譲渡等の影響により、営業収益は261億円（前年

同期比 5.3％減）、営業利益は16億円（同 7.8％減）となりました。 

 その他事業につきましては、営業収益は1,240億円(前年同期比 6.2％減)、営業利益は42億円（同 7.5％増）とな

りました。 

 連結有利子負債につきましては、取引金融機関からの債務免除等により前連結会計年度末に比べ5,934億円減少

し、9,031億円となりました。また、ＯＭＣ等を除くグループ有利子負債につきましては、前連結会計年度末残高に

比べ5,381億円減少し、4,889億円となりました。  

  

(2)キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末より266億円

減少し、当中間連結会計期間末には1,775億円となりました。 

  

当中間連結会計期間における連結キャッシュ・フローの状況は次のとおりです。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 当中間連結会計期間における営業活動の結果減少した資金は、268億円（前年同期は 42億円の増加）となりまし

た。 

 前中間連結会計期間に比べ310億円の減少となった主な要因は、仕入代金の支払いサイトの見直しを行った結果、

仕入債務の増加による資金の増加（前年同期比 190億円増）はあったものの、金融事業を営む子会社のカードキャッ

シング等の営業債権が増加したことにより、売上債権の増加による資金の減少（同 129億円減）があったこと、ま

た、同社の債権流動化の影響により、預り金の減少による資金の減少（同 463億円減）があったことによるもので

す。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における投資活動の結果得られた資金は、807億円（前年同期は 89億円の減少）となりまし

た。 

 前中間連結会計期間に比べ896億円の増加となった主な要因は、リクルート株式等、投資有価証券の売却による収

入が増加（前年同期比 619億円増）したことに加え、差入保証金の返還による収入が増加（同 94億円増）したこと

によるものです。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における財務活動の結果減少した資金は、810億円（前年同期比 5億円減）となりました。 

 短期借入金の純減少額（前年同期比 391億円減）、及び長期借入金の借入れと返済に伴う資金の減少（同 192億円

減）は前年同期よりも大きかったものの、株式の発行による資金の獲得があったため、ほぼ前中間連結会計期間と同

様の結果となったものです。 

 なお、「第２ 事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額を示しております。 



２【販売の状況】 

 当中間連結会計期間における販売の状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 （注） セグメント間の取引については相殺消去している。 

（参考情報）提出会社の売上・仕入実績 

(1)売上実績 

①地域別売上高 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

小売事業 704,386 91.5 

金融事業 71,704 103.2 

不動産事業 15,409 96.8 

その他事業 73,672 92.4 

計 865,171 92.5 

地域別 

前中間会計期間 
（平成16年３月１日～平成16年８月31日）

当中間会計期間 
（平成17年３月１日～平成17年８月31日） 

平成17年 
８月31日 

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％） 
店舗数 
（店） 

小売           

北海道 24,299 4.9 21,745 4.8 11 

東北 13,150 2.6 12,125 2.7 5 

関東 188,988 37.9 175,166 38.2 88 

中部 26,655 5.4 24,300 5.3 14 

近畿 153,732 30.8 141,448 30.8 80 

中国 8,434 1.7 7,050 1.5 6 

四国 4,900 1.0 4,243 0.9 4 

九州 75,281 15.1 70,191 15.3 44 

沖縄 2,953 0.6 2,448 0.5 2 

小計 498,394 100.0 458,716 100.0 254 

卸売 140,859 － 128,169 － － 

合計 639,253 － 586,885 － 254 



②商品別売上高 

(2)仕入実績 

商品別 

前中間会計期間 
（平成16年３月１日～平成16年８月31日）

当中間会計期間 
（平成17年３月１日～平成17年８月31日）

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％） 

小売         

衣料品・身のまわり品 129,794 20.3 116,144 19.8 

食料品 292,288 45.7 272,395 46.4 

家庭用品他 76,312 12.0 70,177 12.0 

小計 498,394 78.0 458,716 78.2 

卸売         

衣料品・身のまわり品 10,914 1.7 8,471 1.4 

食料品 118,285 18.5 107,982 18.4 

家庭用品他 11,660 1.8 11,716 2.0 

小計 140,859 22.0 128,169 21.8 

合計 639,253 100.0 586,885 100.0 

商品別 

前中間会計期間 
（平成16年３月１日～平成16年８月31日）

当中間会計期間 
（平成17年３月１日～平成17年８月31日）

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％） 

衣料品・身のまわり品 93,667 19.3 84,302 18.6 

食料品 327,657 67.5 307,511 68.0 

家庭用品他 64,044 13.2 60,439 13.4 

計 485,368 100.0 452,252 100.0 



３【対処すべき課題】 

今後の当社を取り巻く環境は、雇用情勢や消費マインドは回復基調にあるものの、原油価格の高騰等個人消費に

影響を与えるおそれもあり予断を許さない状況が続くものと考えております。 

  このような情勢の中で、当社グループは「事業再生計画」に基づき、「負の遺産処理」については下期中に目処を

つけるとともに、「企業価値拡大」に向けて改装の推進や食品スーパーの新業態出店や営業力の強化施策を実行し、

グループの再生に取り組んでまいります。 

「負の遺産処理」につきましては、当社において不採算54店舗の閉鎖を決定するとともに、一般職希望退職等の

人事リストラクチャリングの断行、本社スリム化を実施いたします。また、グループ会社におきましても、当連結会

計年度末までにノンコア事業の売却・清算を決定し実行してまいります。 

「企業価値拡大」のための、店舗改装につきましては、７月に発足した「店舗改造プロジェクト」を中心に、お

客様にご支持いただける店づくりに取り組み、９月末には、プロジェクトによる第一号として、ダイエー千里中央店

を改装オープンいたしました。これを皮切りに、当連結会計年度末までに約50店舗の改装を予定しており、食品スー

パーの新業態について実験をスタートさせるとともに株式会社ビッグ・エー等の新規出店も計画しております。 

また、営業力強化策といたしましては、カテゴリー強化及び、現場力向上を目指し、青果の鮮度改善、デリカの

商品開発体制・売場作りの見直しや大型店舗のプロパティマネジメントの推進、携帯端末導入等の店舗システムへの

投資を実行してまいります。 

金融事業では、コスト構造変革を推し進め、「カードビジネス」の一層の強化を図るとともに、データベース  

マーケティング力とカードプロセッシング力を最大限に活用することにより「会員ビジネス」と「アウトソーシング

ビジネス」の更なる拡大に取り組んでまいります。 

  なお、新生ダイエーのシンボルとして、新たなミッションに基づき、「ロゴマーク」・「スローガン」を刷新し、

12月１日より順次導入してまいります。 

今後も厳しい経済環境が続いてまいりますが、新経営体制のもと、全社一丸となって「事業再生計画」の諸施策

を確実に実行し、ダイエーグループの再生に向けて取り組んでまいります。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

  (1)「債権者間の協定書」、「免責的債務引受契約書」及び「債権放棄に関する合意書」 

  当社は、平成17年３月31日までに㈱産業再生機構、取引先金融機関及び当社グループ11社との間で「債権者間

の協定書」並びに「免責的債務引受契約書」を、また、㈱産業再生機構及び取引先金融機関との間で「債権放棄

に関する合意書」を締結いたしました。これらの契約書等に基づき、当社は対象となるグループ各社の金融機関

に対する債務について免責的債務引受を実施するとともに、金融機関より債務の一部免除や返済期間等の変更を

していただきました。 

   

（2）株式交換契約 

 当社と㈱十字屋は、平成17年５月９日、両者の取締役会の決議を経て、当社が㈱十字屋を完全子会社とする旨

の株式交換契約を締結いたしました。 

 なお、本株式交換は、当社については商法358条第１項に基づき、㈱十字屋については産業活力再生特別措置法

第12条の４第２項に基づいて、両社の株主総会の承認を得ずに実施いたしました。 

 株式交換の概要は次のとおりです。 

①株式交換の日  

平成17年７月１日  

②交換比率 

㈱十字屋の普通株式１株につき当社の株式0.043株の割合をもって割当交付いたしました。 

なお、株式交換により増加した発行済株式数は、普通株式2,960千株です。  

  

５【研究開発活動】 

 特記事項なし。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した設備の新設、改修等について、重要な変更はない。 

なお、当中間連結会計期間の設備投資は次のとおりである。 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

事業の種類別 
セグメントの名称 

当連結会計年度
投資予定額 
（百万円） 

当中間連結会計
期間投資額 
（百万円） 

設備等の主な内容・目的 資金調達方法 

 小売事業 45,200 5,160  既存店舗の改装等 主に自己資金  

 金融事業 5,400 1,338 
 店舗用設備、陳列什器等の購入（リース

資産の取得） 
同上  

 不動産事業 1,000 266  新規テナント導入やメンテナンス等 同上  

 その他事業 9,400 3,432  設備等の更新・改修等 同上  

計 61,000 10,196     



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 当社定款第５条に次のとおり規定している。 

「当会社の発行する株式の総数は、3億700万株とし、このうち2億700万株は普通株式、1億株は甲種類株式と

する。ただし、普通株式につき消却があった場合又は甲種類株式につき消却若しくは普通株式への転換があっ

た場合には、これに相当する株式数を減ずる。」 

②【発行済株式】 

  

 （注）甲種類株式の内容は次のとおりである。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 207,000,000 

甲種類株式 100,000,000 

計 307,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数
（株） 

（平成17年８月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成17年11月18日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 99,304,837 99,304,837 

大阪証券取引所 

（市場第一部） 

東京証券取引所 

（市場第一部） 

名古屋証券取引所 

（市場第一部） 

福岡証券取引所 

札幌証券取引所 

完全議決権株

式であり、権

利内容に何ら

限定のない当

社における標

準となる株式 

甲種類株式 99,733,950 99,733,950      －   （注） 

計 199,038,787 199,038,787 － － 

名称 甲種類株式 

利益配当金 利益配当を行わない。  

中間配当金 中間配当を行わない。 

残余財産の分配 普通株式１株につき1,000円を分配後、残余する財産があるときは、普通株式及び甲種類株

式同順位にて残余財産の分配を行う。 

株式の買受及び消却 当社は、いつでも商法に規定する額の範囲内で、普通株式及び甲種類株式のうち、いずれか

一又は複数の種類の株式の一部又は全部を買受け又は消却することができる。なお、この場

合において、買受けの対象となった種類の株式以外の株式の株主は、当社に対して自己の保

有する買受けの対象となった種類の株式以外の株式の買受けを求めることはできない。 

議決権 議決権を有する。 



名称 甲種類株式 

普通株

式への

転換予

約権 

転換請求期間 平成19年５月10日以降いつでも 

転換価額 普通株式１株当たり752円とする。 

転換価額の調整 (1)甲種類株式発行の日の翌日以後、次のいずれかに該当する場合には、転換価額は、下

記の算式(以下「転換価額調整式」という。)により計算される転換価額に調整され

る。また、調整後の転換価額の適用時期については、次に定めるところによる。 

転換価額調整式  
既発行 

普通株式数
＋

新発行・ 

処分普通 

株式数 

×

１株当たり 

の発行・ 

処分価額 

調整後 

転換価額 
＝ 
調整前 

転換価額
×

１株当たり時価 

既発行普通株式数＋新発行・ 

処分普通株式数 

①下記(2)②に定める時価を下回る発行価額又は処分価額をもって普通株式を新たに

発行又は当会社の有する当社の普通株式を処分する場合（ただし、当社の普通株式

に転換される証券若しくは転換できる証券又は当社の普通株式の交付を請求できる

新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の転換又は行使による場

合を除く。）。 

調整後の転換価額は、払込期日の翌日以降、又は募集のための株主割当日がある場

合はその日の翌日以降これを適用する。 

②下記(2)②に定める時価を下回る価額をもって当社の普通株式に転換される証券若

しくは転換できる証券又は当社の普通株式の交付を請求できる新株予約権若しくは

新株予約権付社債を発行する場合。 

調整後の転換価額は、発行される証券又は新株予約権若しくは新株予約権付社債の

全てが当初の転換価額で転換され又は当初の行使価額で行使されたものとみなして

転換価額調整式を準用して算出するものとし、払込期日（新株予約権が無償にて発

行される場合は発行日）の翌日以降これを適用する。ただし、その証券の募集のた

めの株主割当日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。 

(2)①転換価額調整式を用いる計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小

数第２位を四捨五入する。 

 ②転換価額調整式に使用する時価は、調整後転換価額を適用する日に先立つ45取引日

目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引

の終値の平均値（その計算は円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切

り上げた数。）とする。なお、上記45取引日の間に当該転換価額の調整をもたらす

事由が生じた場合においては、調整後転換価額は、上記(1)に準じて調整される。 

   ③転換価額調整式に使用する調整前転換価額は、調整後転換価額を適用する前日にお

いて有効な転換価額とし、また、転換価額調整式で使用する既発行普通株式数は、

株主割当日がある場合はその日、又は株主割当日がない場合は調整後転換価額を適

用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日における当

社の有する当社普通株式数を控除した数とする。 

(3)転換価額調整式により算出された調整後の転換価額と調整前の転換価額との差額が１

円未満にとどまる限りは、転換価額の調整は行わない。ただし、この差額相当額は、

その後転換価額の調整を必要とする事由が発生した場合に算出される調整後の転換価

額にそのつど算入する。 

(4)上記(1)の算式による転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合に

は、転換価額は当社の取締役会が適当と判断する転換価額に変更される。 

①合併、株式交換（ただし、当社と㈱十字屋が、当社を完全親会社、㈱十字屋を完全

子会社とし、㈱十字屋の普通株式１株に対しダイエーの普通株式0.043株の割合で

交換新株を平成17年７月１日に割り当てた株式交換は除く。）、株式移転、会社分

割又は資本の減少のために転換価額の調整を必要とするとき。 

②その他当社普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により転換価額

の調整を必要とするとき。 

③転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後

の転換価額の算出にあたり使用すべき時価につき他方の事由による影響を考慮する

必要があるとき。 

 



(2）【新株予約権等の状況】 

商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりである。 

① 平成17年５月26日定時株主総会決議 

（注）１．新株予約権１個当たりの目的となる株式数（以下、「付与株式数」という。）は50株とする。 

  ただし、下記に従い、付与株式数が調整される場合には、新株予約権の目的たる株式の数は調整後付与株式

数に発行する新株予約権の総数を乗じた数に調整されるものとする。 

  新株予約権の発行日後、当社が当社の普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式に付与

株式数を調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。ただし、かかる調整は、調整時点で権利行

使されていない新株予約権の付与株式数についてのみ行われる。 

名称 甲種類株式 

普通株

式への

転換予

約権 

転換により発行

すべき普通株式

数 

  

甲種類株式の転換により発行すべき当社の普通株式数は、次のとおりとする。 

転換により
発行すべき
普通株式数 

＝ 
甲種類株主が転換請求のために
提出した甲種類株式の発行価額
総額 

 ÷  転換価額 

転換により発行すべき普通株式数の算出にあたって、１株未満の端数が生じたときは商

法に定める端数の処理の規定に準じてこれを取扱う。 

期中転換があっ

た場合の取扱い 

甲種類株式の転換請求により発行された普通株式に対する最初の利益配当金又は中間配

当金の計算については、転換請求が３月１日から８月31日までになされたときは当該営

業年度の３月１日に、９月１日から翌年の２月末日までになされたときは当該営業年度

の９月１日に、それぞれ転換があったものとみなしてこれを支払う。 

株式の併合又は分割、新株

引受権等 

当社は、株式の併合又は分割を行うときは、普通株式及び甲種類株式ごとに、同時に同

一の比率でこれを行う。当社は、株主に新株の引受権又は新株予約権若しくは新株予約

権付社債の引受権（以下「新株引受権等」という。）を与えるときは、普通株主には普

通株式の新株引受権等を、甲種類株主には甲種類株式の新株引受権等を、それぞれ同時

に同一の割合で与えるものとする。 

強制転換条項  なし 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年８月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年10月31日） 

新株予約権の数（個） 14,946（注）１  同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 747,300   同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり1,962（注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年３月１日 

至 平成27年５月25日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

1,962 

981 
同左 

新株予約権の行使の条件 

 ①新株予約権の発行にかかる取締役会におい

て割当てを受けた当社取締役２名（以下、

「新株予約権者」という。）は、新株予約

権を行使する以前に当社の取締役の地位を

失ったときは、新株予約権を行使すること

ができない。ただし、新株予約権を行使で

きることについて当社の取締役会の承認を

得た場合はこの限りではない。 

②新株予約権者は一度の手続きにおいて新株

予約権の全部又は一部を行使することがで

きる。ただし、１個の新株予約権をさらに

分割して行使することはできない。  

同左  

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡には、当社取締役会の承認

を要するものとする。 
同左  



 調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 

  さらに、新株予約権発行日後、合併、株式交換又は株式移転を行う場合、資本の減少を行う場合、その他調

整の必要が生じた場合には、当社は、付与株式数について、合理的な範囲で、必要と認める調整を行うことが

できる。 

   ２．①新株予約権発行日後、当社が当社の普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合は、株式分割の場合は

株式分割のための株主割当期日の翌日以降、株式併合の場合は株式併合の効力発生の時をもって、次の算式

により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

     ②新株予約権発行日後、時価を下回る１株当たりの払込金額をもって当社の普通株式を新規に発行し又は自己

株式を移転等処分する場合（強制転換条項付株式及び転換予約権付株式の転換並びに新株予約権の行使の場

合を除く。）は、その払込期日の翌日以降、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満

の端数は切り上げる。 

     なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式数から当社の保有する自己株式の総数を

控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、

「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分金額」に、それぞれ読み替えるものとする。 

  

     ③上記各事由のほか、当社が、新株予約権発行後、合併、株式交換、もしくは株式移転を行う場合、資本の減

少を行う場合、その他調整の必要が生じた場合には、当社は、行使価額について、合理的な範囲で必要と認

める調整を行うことができる。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）１．Ｄ種①優先株式及びＤ種②優先株式の全株が普通株式に転換されたことによる発行済株式総数の増加 

    ２．株式の併合(普通株式10株を1株)による発行済株式総数の減少（567,895千株） 

    ３．欠損金の一部を填補するための無償減資（払戻しを行わない資本の減少）による資本金の減少（119,010百

万円）及び資本減少に伴うＡ種、Ｂ種、Ｅ種、Ｆ種及びＧ種の各優先株式の無償強制消却による発行済株式

総数の減少（189,000千株） 

    ４．第三者割当により普通株式及び甲種類株式を発行したことによる発行済株式総数、資本金及び資本準備金の

増加 

 普通株式：発行株数33,244千株、発行価額１株当たり1,113円、資本組入額１株当たり557円  

 甲種類株式：発行株数99,733千株、発行価額１株当たり752円、資本組入額１株当たり376円 

５. 株式交換により㈱十字屋を完全子会社化（㈱十字屋株式１株につき0.043株を割当交付）したことによる発行

済株式総数（2,960千株）及び資本準備金の増加 

    

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

株式分割・株式併合の比率

    
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残高
（百万円） 

平成17年３月31日 

（注）１ 
141,077 819,995 － 119,510 － － 

平成17年５月10日 

（注）２.３.４ 
△623,917 196,078 △62,993 56,517 55,984 55,984 

平成17年７月１日 

（注）５ 
2,960 199,038 － 56,517 30 56,014 



(4）【大株主の状況】 

① 普通株式 

   ②  甲種類株式 

（注）１．前事業年度末現在主要株主であった有限会社あかつきキャピタルは、当中間期末では主要株主ではなくなって

いる。 

また、前事業年度末現在主要株主でなかった株式会社産業再生機構、有限会社ＤＲＦ及び丸紅リテールインベ

ストメント株式会社は、当中間期末では主要株主となっている。 

２．日本マスタートラスト信託銀行株式会社が所有している株式は、全て信託業務に係る株式である。 

  

  平成17年８月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式
数 

（千株） 

発行済株
式総数に
対する所
有株式数
の割合
（％） 

有限会社ＤＲＦ（注）１ 東京都千代田区丸の内２丁目２番１号 23,292 23.46 

有限会社あかつきキャピタル

（注）１ 
東京都中央区八重洲１丁目３番19号 15,093 15.20 

丸紅リテールインベストメント株

式会社（注）１ 
東京都千代田区大手町１丁目４番２号 9,951 10.02 

株式会社みずほコーポレート 東京都中央区八重洲１丁目２番16号 6,678 6.72 

Prospect Asset Management, Inc. 6700 Kalanianaole Hwy, Suite 122, Honolulu, HI 96825 2,910 2.93 

株式会社ユーエフジェイ銀行 名古屋市中区錦３丁目21番24号 1,803 1.82 

丸紅フーズインベストメント株式

会社 
東京都千代田区大手町１丁目４番２号 1,739 1.75 

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）（注）２ 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,579 1.59 

計 － 63,049 63.49 

  平成17年８月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％） 

株式会社産業再生機構（注）１ 東京都千代田区丸の内３丁目３番１号 66,489 66.67 

有限会社ＤＲＦ（注）１ 東京都千代田区丸の内２丁目２番１号 23,292 23.35 

丸紅リテールインベストメント株

式会社（注）１ 
東京都千代田区大手町１丁目４番２号 9,951 9.98 

計 － 99,733 100.00 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式（その他）」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,400株及び株主名簿上は

当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が100株含まれている。ただし、これらの株式に係

る議決権（それぞれ、108個、２個）の個数は、上表の「議決権の数」欄に含まれていない。 

２．「１ 株式等の状況」の「(1)株式の総数等」の「②発行済株式」の注記に記載のとおりである。 

  

②【自己株式等】 

 （注）このほか、株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が100株（議決権の数２個）あ

る。 

なお、当該株式数は①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の「普通株式」の中に含まれている。 

  平成17年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － －  

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

(自己保有株式)

普通株式 
23,500 － 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

(相互保有株式)

普通株式 
1,203,600 － 同上 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 97,714,600 1,954,182 同上（注）１ 

甲種類株式 99,733,950 1,994,679  （注）２ 

単元未満株式 普通株式 363,137 － 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

発行済株式総数   199,038,787 － － 

総株主の議決権 － 3,948,861 － 

  平成17年８月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済普通株式
総数に対する所
有株式数の割合
（％） 

株式会社ダイエー 
神戸市中央区港島中

町４丁目１番１ 
23,500 － 23,500 0.03 

新松戸中央開発株式会社 
東京都港区芝公園２

丁目４番１号 
551,000 － 551,000 0.56 

富士ソフトディーアイエス株

式会社 

東京都千代田区神田

須田町２丁目７番 
300,850 － 300,850 0.30 

株式会社ディーホールド 
東京都港区芝公園２

丁目４番１号 
200,850 － 200,850 0.20 

株式会社ディー・ジー・ビー 
東京都港区芝公園２

丁目４番１号 
147,050 － 147,050 0.15 

株式会社十字屋 
東京都台東区柳橋２

丁目20番11号 
2,850 － 2,850 0.00 

株式会社アドバンスド・ 

デパートメントストアーズオ

ブジャパン 

東京都港区芝公園２

丁目４番１号 
1,000 － 1,000 0.00 

計 － 1,227,100 － 1,227,100 1.24 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）１.最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

    ２.平成17年５月10日に普通株式10株を１株に併合しており、※は併合後の株価を示している。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までの役職の異動は、次のとおりである。 

役職の異動 

月別 平成17年３月 平成17年４月 平成17年５月 平成17年６月 平成17年７月 平成17年８月 

最高（円） 260 224 ※2,275 1,888 1,835 2,195 

最低（円） 210 196 ※1,756 1,669 1,691 1,600 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

 取締役 

〔財務経理・総務人事担当〕 

 取締役 

〔財務経理管掌 兼 総務人事管掌〕
  高橋 義昭 平成17年11月１日

 取締役 

〔ＧＭＳ事業担当〕 

 取締役 

〔ＧＭＳ事業管掌〕 
  中前 圭司 同上 

 取締役 

〔経営企画・事業戦略・システム物

流・ＳＭ戦略担当〕 

 取締役 

 〔ＳＭ事業管掌 兼 経営企画管掌

兼 事業戦略管掌 兼 システム

物流管掌〕 

  南   晃 同上 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前中間連結会計期間（平成16年３月１日から平成16年８月31日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成している。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前中間会計期間（平成16年３月１日から平成16年８月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成している。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年３月１日から平成16年８月31日

まで）及び当中間連結会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成16年３月１日から平成16年８月31日まで）及び当中間会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31

日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けている。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年８月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金 ※２   112,943 177,558   208,178 

２．受取手形 
及び売掛金 

※２   170,448 155,796   151,824 

３．たな卸資産 ※２   84,803 67,214   74,845 

４．繰延税金資産     35,668 15,603   21,465 

５．短期貸付金 ※2.3   297,530 319,434   277,519 

６．その他 ※２   88,121 52,688   76,498 

  貸倒引当金     △28,477 △33,213   △31,137 

流動資産合計     761,036 37.1 755,080 49.4   779,192 47.9

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産           

(1) 建物及び構築物 ※1.2 304,373   158,638 167,235   

(2) 土地 ※2.4 423,134   249,653 257,632   

(3) その他 ※1.2 63,526 791,033 31,034 439,325 33,945 458,812 

２．無形固定資産           

(1) 連結調整勘定   10,944   9,987 10,308   

(2) その他   37,517 48,461 23,532 33,519 24,310 34,618 

３．投資その他の資産           

(1) 投資有価証券 ※２ 96,033   32,804 56,305   

(2) 差入保証金 ※２ 274,377   246,447 266,557   

(3) 繰延税金資産   14,845   4,274 6,323   

(4) その他 ※２ 98,188   77,605 87,252   

 貸倒引当金   △33,110 450,333 △59,031 302,099 △62,259 354,178 

固定資産合計     1,289,827 62.9 774,943 50.6   847,608 52.1

資産合計     2,050,863 100.0 1,530,023 100.0   1,626,800 100.0 

            

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年８月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形 
及び買掛金 

※２   130,555 125,137   109,121 

２．短期借入金 ※２   1,020,061 63,562   995,223 

３．１年内に償還期限
の到来する社債 

    5,200 －   － 

４．１年内に返済する
長期借入金 

※２   105,720 109,252   134,019 

５．コマーシャルペー
パー 

    17,800 9,500   30,000 

６．未払金 ※２   32,071 25,995   30,293 

７．未払法人税等     1,314 2,962   1,497 

８．賞与引当金     2,720 2,623   2,857 

９．その他 ※２    121,784 57,649   98,650 

流動負債合計     1,437,225 70.1 396,680 25.9   1,401,660 86.1

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金 ※２   312,960 720,829   337,319 

２．預り保証金 ※２   40,881 38,320   40,308 

３．繰延税金負債     11,613 5,333   8,934 

４．再評価に係る 
繰延税金負債 

※４   28,644 16,896   17,210 

５．退職給付引当金     48,153 29,228   32,798 

６．事業再構築引当金     － 168,952   165,865 

７．構造改革引当金     33,004 －   － 

８．その他 ※２   8,661 8,707   12,069 

固定負債合計     483,916 23.6 988,265 64.6   614,503 37.8

負債合計     1,921,141 93.7 1,384,945 90.5   2,016,163 123.9

            

（少数株主持分）           

少数株主持分     24,955 1.2 28,574 1.9   22,735 1.4

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     119,510 5.8 56,517 3.7   119,510 7.4

Ⅱ 資本剰余金     1,006 0.0 175,851 11.5   827 0.1

Ⅲ 利益剰余金     △42,187 △2.1 △134,714 △8.8   △547,934 △33.7

Ⅳ 土地再評価差額金 ※４   19,469 1.0 17,401 1.1   13,143 0.8

Ⅴ その他有価証券 
評価差額金 

    9,579 0.5 3,647 0.2   5,531 0.3

Ⅵ 為替換算調整勘定     1,023 0.1 709 0.1   △287 △0.0

Ⅶ 自己株式 ※２   △3,633 △0.2 △2,907 △0.2   △2,888 △0.2

資本合計     104,767 5.1 116,504 7.6   △412,098 △25.3

負債、少数株主持分
及び資本合計 

    2,050,863 100.0 1,530,023 100.0   1,626,800 100.0 

            



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     815,350 100.0   745,008 100.0   1,592,660 100.0 

Ⅱ 売上原価     587,241 72.0   547,832 73.5   1,154,640 72.5 

売上総利益     228,109 28.0   197,176 26.5   438,020 27.5 

Ⅲ 営業収入                     

１．不動産収入   23,836     23,348     45,279     

２．その他の営業収入   95,846 119,682 14.7 96,815 120,163 16.1 195,879 241,158 15.1 

営業総利益     347,791 42.7   317,339 42.6   679,178 42.6 

Ⅳ 販売費 
及び一般管理費 

※１   322,632 39.6   299,405 40.2   636,788 39.9 

営業利益     25,159 3.1   17,934 2.4   42,390 2.7 

Ⅴ 営業外収益                     

１．受取利息   695     649     1,301     

２．受取配当金   398     250     610     

３．持分法による 
投資利益 

  835     －     －     

４．雑収入   998 2,926 0.3 1,168 2,067 0.3 2,253 4,164 0.3 

Ⅵ 営業外費用                     

１．支払利息   7,963     8,453     15,624     

２．退職給付会計基準
変更時差異処理額 

  1,965     465     3,577     

３．持分法による 
投資損失 

  －     873     17,399     

４．雑損失   1,525 11,453 1.4 1,648 11,439 1.6 2,653 39,253 2.5 

経常利益     16,632 2.0   8,562 1.1   7,301 0.5 

Ⅶ 特別利益                     

１．債務免除益   －     400,420     －     

２．投資有価証券 
売却益 

  2,593     40,291     12,360     

３．構造改革引当金 
戻入益 

  3,974     －     25,696     

４．その他   2,441 9,008 1.1 4,007 444,718 59.7 44,029 82,085 5.1 

Ⅷ 特別損失                     

１．固定資産減損損失 ※２ －     12,463     325,579     

２．事業再構築引当金
繰入額 

  －     8,808     165,865     

３．構造改革損失   3,637     －     7,826     

４．固定資産除却損   2,951     －     5,305     

５．貸倒引当金繰入額   1,638     －     33,131     

６．ポイント費用過年
度相当額 

  1,520     －     －     

７．その他   4,987 14,733 1.8 4,019 25,290 3.4 43,358 581,064 36.5 

税金等調整前中間
純利益 

    10,907 1.3   427,990 57.4   － － 

税金等調整前当期
純損失 

    － －   － －   491,678 30.9 

法人税、住民税 
及び事業税 

  1,239     1,900     1,786     

法人税等調整額   5,707 6,946 0.9 5,230 7,130 0.9 17,145 18,931 1.2 

少数株主利益     2,777 0.3   6,646 0.9   589 0.0 

中間純利益     1,184 0.1   414,214 55.6   － － 

当期純損失     － －   － －   511,198 32.1 

            



③【中間連結剰余金計算書】 

    

前中間連結会計期間 

（自 平成16年３月１日 

至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 

至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度の 

連結剰余金計算書 

（自 平成16年３月１日 

至 平成17年２月28日） 

区分 
注記

番号
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）               

Ⅰ 資本剰余金期首残高     118,987   827   118,987 

Ⅱ 資本剰余金増加高               

１ 増資による新株の発行   －   55,984   －   

２ 株式交換による新株の発行   －   30   －   

３ 資本金及び資本準備金 

    減少差益 
  －   119,010   －   

４ 自己株式処分差益   1,006 1,006 － 175,024 827 827 

Ⅲ 資本剰余金減少高               

  欠損填補のための取崩額   118,987 118,987 － － 118,987 118,987 

Ⅳ 資本剰余金中間期末（期末）

残高 
    1,006   175,851   827 

                

（利益剰余金の部）               

Ⅰ 利益剰余金期首残高     △161,451   △547,934   △161,451 

Ⅱ 利益剰余金増加高               

１ 中間純利益   1,184   414,214   －   

２ 連結子会社の減少に伴う 

  増加高 
  －   3,186   －   

３ 資本剰余金取崩による 

  増加高 
  118,987   －   118,987   

４ 土地再評価差額金取崩額   －   －   5,371   

５ 持分法適用会社の減少に 

  伴う増加高 
  － 120,171 － 417,400 357 124,715 

Ⅲ 利益剰余金減少高               

１ 当期純損失   －   －   511,198   

２ 役員賞与   －   23   －   

３ 土地再評価差額金取崩額   907 907 4,157 4,180 － 511,198 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）

残高 
    △42,187   △134,714   △547,934 

                



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

１．税金等調整前中間（当期）純損益 
        （損失：△） 

  10,907 427,990 △491,678

２．減価償却費等   24,069 15,652 48,704

３．連結調整勘定償却額   339 343 604

４．貸倒引当金の増加額   3,291 3,755 32,432

５．退職給付引当金の増減額     
(減少：△) 

  920 △2,539 △14,435

６．事業再構築引当金の増加額   － 3,265 165,865

７．構造改革引当金の減少額   △6,840 － △34,263

８．受取利息及び受取配当金   △1,093 △899 △1,911

９．支払利息   7,963 8,453 15,624

10．持分法による投資利益   △835 － －

11．持分法による投資損失   － 873 17,399

12．債務免除益   － △400,420 －

13．投資有価証券売却益   △2,593 △40,291 △12,360

14．固定資産除却損   3,420 － 5,305

15．固定資産減損損失   － 12,463 325,579

16．売上債権の増減額（増加：△）   △31,752 △44,681 4,683

17．たな卸資産の減少額   6,168 7,109 15,668

18．仕入債務の増減額（減少：△）   △1,694 17,296 △22,903

19 未収入金の減少額   － 13,261 9,235

20．未払金の減少額   △6,244 － －

21. 預り金の増減額（減少：△）   4,354 △41,963 △16,883

22．その他   2,822 553 2,569

小計   13,202 △19,780 49,234

23．利息及び配当金の受取額   838 776 2,390

24．利息の支払額   △7,772 △7,438 △12,944

25．法人税等の支払額   △2,088 △391 △2,452

営業活動によるキャッシュ・フロー   4,180 △26,833 36,228

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

１．有形固定資産の取得による支出   △13,955 △7,423 △23,776

２．有形固定資産の売却による収入   3,377 834 11,440

３．無形固定資産の取得による支出   △2,373 △2,205 △4,426

４．投資有価証券の取得による支出   △1,118 － △1,119

５．投資有価証券の売却による収入   5,344 67,277 22,983

６．差入保証金の差入による支出   △3,019 △609 △3,295

７．差入保証金の返還による収入   7,418 16,856 10,968

８．預り保証金の預りによる収入   1,817 346 3,170

９．預り保証金の返還による支出   △1,328 △1,779 △3,259

10．その他   △5,091 7,391 △3,696

投資活動によるキャッシュ・フロー   △8,928 80,688 8,990

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

１．短期借入金の純減少額   △72,325 △111,406 △92,034

２．コマーシャルペーパーの純減少額   △18,600 △20,500 △6,400

３．長期借入れによる収入   34,231 89,309 126,761

４．長期借入金の返済による支出   △35,181 △109,439 △72,053

５．株式の発行による収入   － 72,001 －

６. 自己株式の売却による収入   10,637 － 11,348

７．少数株主への配当金の支払額   － △1,016 11,348

８．その他   723 44 △4,088

財務活動によるキャッシュ・フロー   △80,515 △81,007 △36,466

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   369 624 △199

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 
  （減少：△） 

  △84,894 △26,528 8,553

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   195,598 204,151 195,598

Ⅶ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の 
  減少額 

  － △110 －

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
中間期末（期末）残高 

  110,704 177,513 204,151

    



継続企業の前提に関する注記 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

  当社は、当連結会計年度を最終

年度として、株式会社ＵＦＪ銀

行、株式会社三井住友銀行及び株

式会社みずほコーポレートの主力

３行並びに株主の皆様をはじめと

する関係先のご支援の下に、ダイ

エーグループ「新３カ年計画」の

達成に取り組んできた。しかしな

がら、当上期半ばから外部環境が

急速に変化し、それに対応すべ

く、平成17年３月から始まる翌連

結会計年度以降の経営計画につい

て、主力３行及び関係先と協議中

である。 

  現在、株式会社産業再生機構へ

の支援申込を前提として、抜本的

な構造改革を基本とした翌連結会

計年度以降の経営計画を策定中で

あり、状況如何によっては当連結

会計年度末において重要な損失を

計上する可能性がある。 

  また、一部の金融機関について

翌連結会計年度以降の経営計画確

定未了を起因とした返済期限の到

来した借入金が存在するが、残高

維持の交渉を継続中である。 

  これらの状況により継続企業の

前提に関する重要な疑義が生じて

いるが、当該経営計画は、関係金

融機関等のご理解とご協力の下、

当連結会計年度中に確定し、当該

疑義は解消する見込みである。 

  中間連結財務諸表は継続企業を

前提として作成されており、この

ような重要な疑義の影響を反映し

ていない。 

  

      ―――――――― 

  

   

  

  当社グループは、株式会社産業

再生機構（以下産業再生機構）の

支援のもとで、経営上の諸問題を

抜本的に解決し、コア事業へ経営

資源を集中することで事業再生を

目指すべく「事業再生計画」を策

定した。当該計画は、ノンコア事

業からの完全撤退や不採算店舗の

撤退の他、減損会計の早々期適用

など抜本的なリストラ施策を含

み、これらの施策により発生する

損失を当連結会計年度に計上した

結果、当連結会計年度末では

412,098百万円の一時的な債務超

過の状態となっている。 

  また、当連結会計年度末現在、

返済期限の到来した借入金があ

る。これらの状況により、継続企

業の前提に重要な疑義が存在して

いる。 

  当該状況を解決すべく、当社

は、取引金融機関の皆様から「事

業再生計画」について同意をいた

だき、平成17年３月31日に

400,420百万円の債務免除を受け

た。また、返済期限の到来した借

入金については、当該債務免除及

び債務の借換、産業再生機構によ

る買取り等により解消されてい

る。なお、今後についても、当該

計画の実行に当たっては引き続き

金融機関のご協力が得られるとと

もに、平成17年５月10日に実施さ

れた産業再生機構及び新たなスポ

ンサーからの出資により、経営基

盤が強化され、債務超過の状態は

解消されている。また、店舗の改

装など収益力の回復についても強

力に推進していく計画である。 

  従って、連結財務諸表は継続企

業を前提として作成されており、

上記の重要な疑義の影響を反映し

ていない。 

  なお、当該計画は産業活力再生

特別措置法第３条第１項の規定に

基づく「事業再構築計画」として

経済産業省より認定を受けてい

る。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社は101社である。 

主要な連結子会社名 

㈱アドバンスド・デパート

メントストアーズオブジャ

パン、㈱浦安中央開発、㈱

オーエムシーカード、㈱オ

レンジエステート、㈱５５

ステーション、㈱十字屋、

㈱ダイエーリーシングカン

パニー、㈱中合、㈱日本流

通リース 

(1) 連結子会社は96社である。 

主要な連結子会社名 

㈱アドバンスド・デパート

メントストアーズオブジャ

パン、㈱浦安中央開発、㈱

オーエムシーカード、㈱オ

レンジエステート、㈱十字

屋、㈱ダイエーリーシング

カンパニー、㈱中合、㈱日

本流通リース 

(1) 連結子会社は96社である。 

主要な連結子会社名 

㈱アドバンスド・デパート

メントストアーズオブジャ

パン、㈱浦安中央開発、㈱

オーエムシーカード、㈱オ

レンジエステート、㈱十字

屋、㈱ダイエーリーシング

カンパニー、㈱中合、㈱日

本流通リース  

  なお、連結子会社の異動状況

は次のとおりである。 

① 増加 

    設立 

     ㈱カーライセンスＯＭＣ

 なお、連結子会社の異動状況

は次のとおりである。 

① 増加 

    設立 

     ㈱オーパ 

 なお、連結子会社の異動状況

は次のとおりである。 

① 増加 

    設立 

    ㈱カーライセンスＯＭＣ 

 ② 減少 

    株式売却 

     ㈱福岡ダイエー・リア

ル・エステート 

② 減少 

      ㈱５５ステーション(注)

      

 (注)  平成17年４月19日に会社

更生手続開始の決定を受けた

ことにより、実質的な影響力

を及ぼさなくなったことか

ら、当中間連結会計期間より

連結の範囲から除外してい

る。  

② 減少 

    ⅰ会社清算 

    ㈱ユニードダイエー友の会 

       ⅱ株式売却 

       ㈱福岡ダイエー・リアル・

     エステート          

     ㈱福岡ダイエーホークス 

                 他３社 

       

   

 (2）非連結子会社名は、Daiei  

OMC Hawaii,Inc.である。 

 なお、非連結子会社の総資

産、営業収益、中間純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いず

れも中間連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないため、連

結の範囲及び持分法の適用から

除外している。 

  

(2)     同左 (2）非連結子会社名は、Daiei  

OMC Hawaii,Inc.である。    

  なお、非連結子会社の総資

産、営業収益、当期純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いず

れも連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないため、連結の

範囲及び持分法の適用から除外

している。 

２．持分法の適用に関する 

 事項 

 持分法適用の関連会社は14社で

ある。 

 持分法適用の関連会社は11社で

ある。 

 持分法適用の関連会社は13社で

ある。 

 主要な関連会社名 

㈱フォルクス、㈱マルエツ 

主要な関連会社名 

㈱マルエツ、富士ソフトディー

アイエス㈱ 

主要な関連会社名 

㈱マルエツ、富士ソフトディー

アイエス㈱ 

  なお、持分法適用の関連会社の

異動状況は次のとおりである。 

増加 

 株式取得 

  ㈱日本旅行オーエムシートラ

ベル 

 なお、持分法適用の関連会社の

異動状況は次のとおりである。 

減少 

 ⅰ株式売却 

  ㈱福岡リアルエステート 

 ⅱ会社清算 

  THE HI-DAI'EI TRADING  

 CO.,INC. 

 なお、持分法適用の関連会社の

異動状況は次のとおりである。 

増加 

 株式取得 

  ㈱日本旅行オーエムシートラ

ベル 

減少 

 株式売却 

   ㈱フォルクス 

  

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

３．連結子会社の中間決算日 

 （決算日）等に関する 

 事項 

 連結子会社のうち、中間決算

日が中間連結決算日と異なる子

会社は次のとおりである。 

 連結子会社のうち、中間決算

日が中間連結決算日と異なる子

会社は次のとおりである。 

                  

 連結子会社のうち、決算日が

連結決算日と異なる子会社は次

のとおりである。 

 中間決算日   連結子会社名 

５月末   ㈱オリエンタルホ

テル 

６月末   天津大栄国際貿易

有限公司 

他５社

７月末   THE  

DAI'EI(USA),INC. 

他４社

９月末   ドリーム開発㈱ 

他１社

  

中間決算日  連結子会社名 

５月末  ㈱オリエンタルホ

テル 

６月末  ㈱アネックス・ 

キャピタル 

他２社

７月末  THE  

DAI'EI(USA),INC. 

他４社

９月末  ドリーム開発㈱ 

他１社

決算日   連結子会社名 

11月末 

  

  ㈱オリエンタルホ

テル 

12月末 

  

  ㈱アネックス・ 

キャピタル 

他２社

１月末 

  

  THE  

DAI'EI(USA),INC. 

他４社

３月末 

  

  ドリーム開発㈱ 

他１社

  ５月末、６月末及び７月末が

中間決算日の会社においては、

各社の中間財務諸表に基づき連

結している。９月末が中間決算

日の会社においては、３月末に

実施した決算に基づき連結して

いる。 

 なお、当該会社の決算日又は

中間決算日と中間連結決算日と

の間に生じた重要な取引につい

ては必要な調整を行っている。 

同左 

   

11月末、12月末及び１月末が

決算日の会社においては、各社

の決算財務諸表に基づき連結し

ている。３月末が決算日の会社

においては、９月末に実施した

仮決算に基づき連結している。 

なお、当該会社の決算日と連

結決算日との間に生じた重要な

取引については必要な調整を行

っている。 

    
４．会計処理基準に関する 

  事項 

   

  (1)重要な資産の評価 

   基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は主として

移動平均法により算定） 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は主として移

動平均法により算定） 

 時価のないもの 

 主として移動平均法によ

る原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

 主として移動平均法によ

る原価法 

    
 ② デリバティブ 

時価法 

② デリバティブ 

同左 

② デリバティブ 

同左 

    
 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

 ③ たな卸資産 

商品 当社 

「企業会計原則と関

係諸法令との調整に

関する連続意見書」

第四に定める売価還

元平均原価法 

   連結子会社 

    主に法人税法に定める

売価還元法 

③ たな卸資産 

商品 

同左 

③ たな卸資産 

商品 

同左 

 商品土地、製品及び仕掛品 

    個別法による原価法 

商品土地、製品及び仕掛品 

同左 

商品土地、製品及び仕掛品 

同左 

 貯蔵品 

    最終仕入原価法による

原価法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

    
(2)重要な減価償却資産の 

 減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 建物及び構築物 

  主として定額法 

 上記以外 

主として定率法 

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりである。 

  建物及び構築物 ５～50年 

① 有形固定資産 

同左 

① 有形固定資産 

同左 

   

② 無形固定資産 

定額法 

 なお、自社利用のソフト 

ウェアについては、当社及び

連結子会社における利用可能

期間（５年）に基づく定額法

を採用している。 

  

② 無形固定資産 

同左 

  

② 無形固定資産 

同左 

   

③ 長期前払費用 

  定額法 

  

③ 長期前払費用 

同左 

  

③ 長期前払費用 

同左 

    
(3)重要な引当金の計上 

 基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備え、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上してい

る。 

① 貸倒引当金 

同左 

① 貸倒引当金 

同左 

    
 ② 賞与引当金 

 連結子会社において、従業

員への賞与支給に備え、賞与

支給見込額の当中間連結会計

期間に負担する金額を計上し

ている。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

連結子会社において、従業員

への賞与支給に備え、賞与支給

見込額の当連結会計年度に負担

する金額を計上している。 

    
 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

 ③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え、当

連結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間連結会計期間末

において発生していると認めら

れる額を計上している。 

会計基準変更時差異について

は、退職給付信託設定による償

却後の残額について、15年によ

る按分額を営業外費用に計上し

ているが、一部の連結子会社に

おいては、５年による按分額を

特別損失に計上している。 

 過去勤務債務については、発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（主として

10年）による定額法により費用

処理している。 

  数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（主として

10年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理してい

る。 

③ 退職給付引当金 

同左  

  

  

  

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え、当

連結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上している。 

会計基準変更時差異について

は、退職給付信託設定による償

却後の残額について、15年によ

る按分額を営業外費用に計上し

ているが、一部の連結子会社に

おいては、５年による按分額を

特別損失に計上している。 

 過去勤務債務については、発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（主として

10年）による定額法により費用

処理している。 

  数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（主として

10年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理してい

る。 

    （追加情報） 

   当社、一部の連結子会社及

び一部の関連会社が加入して

いるダイエー厚生年金基金

が、平成17年１月28日付で厚

生労働大臣より解散の認可を

受け、同日解散した。これに

より、当社及び一部の連結子

会社で、一部制度を退職一時

金制度に移行するとともに、

平成17年３月１日より新たに

確定拠出年金制度を導入して

いる。これに伴い、「退職給

付制度間の移行等に関する会

計処理」（企業会計基準適用

指針第１号 平成14年１月31

日 企業会計基準委員会）を

適用し、厚生年金基金解散益

が発生したことで税金等調整

前当期純損失は32,750百万円

減少している。 

 また、リストラクチャリン

グに伴う従業員の大量退職に

対しても当該指針を適用し、

大量退職者に対応する未認識

数理計算上の差異等4,975百

万円及び会計基準変更時差異

の未処理額10,948百万円を当

連結会計年度において償却し

ている。これらにより税金等

調整前当期純損失は15,923百

万円増加している。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

 ④   ―――――――― 

  

④ 事業再構築引当金 

 「事業再生計画」による事業構

造改革に伴い発生する損失に備

え、店舗撤退損等の損失見込額

を計上している。      

   

④ 事業再構築引当金 

同左 

 ⑤ 構造改革引当金 

  ダイエーグループ「新３カ

年計画」による事業構造改革に

伴い発生する損失に備え、店舗

閉鎖損等の損失見込額を計上し

ている。 

 ⑤   ―――――――― 

  

⑤ 構造改革引当金 

 ダイエーグループ「新３カ年

計画」による事業構造改革に伴

い発生する損失に備え、店舗閉

鎖損等の損失見込額を計上して

いる。なお、ダイエーグループ

「新３カ年計画」の終了に伴

い、全額を取崩している。  

(4)重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理している。なお、

在外連結子会社等の資産負債及

び収益費用は、中間決算日の直

物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は少数株主持分及

び資本の部における為替換算調

整勘定に含めている。 

同左  外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理している。なお、在外

連結子会社等の資産負債及び収

益費用は、決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差

額は少数株主持分及び資本の部

における為替換算調整勘定に含

めている。 

  

(5)重要なリース取引の 

処理方法 

  

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っている。 

  

同左 

  

同左 

    
(6)重要なヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によってい

る。なお、特例処理の要件を満

たしている金利スワップ取引に

ついては、特例処理によってい

る。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

    
 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 当中間連結会計期間にヘッジ

会計を適用したヘッジ手段と 

ヘッジ対象は、次のとおりであ

る。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 当連結会計年度にヘッジ会計

を適用したヘッジ手段とヘッジ

対象は、次のとおりである。 

 ヘッジ手段   ヘッジ対象 

金利スワップ   借入金 

為替予約   輸入取引 

 ヘッジ手段   ヘッジ対象 

金利スワップ   借入金 

為替予約   輸入取引 

    
 ③ ヘッジ方針 

 デリバティブ取引に関する社

内規定に基づき、金利変動リス

ク及び為替変動リスクをヘッジ

している。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

    
 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップ取引について

は、ヘッジ対象とヘッジ手段の

キャッシュ・フロー変動の累計

を半期毎に比較してヘッジの有

効性を評価している。ただし、

特例処理によっている金利ス 

ワップ取引については、有効性

の評価を省略している。 

 また、為替予約については、

ヘッジ対象とヘッジ手段の相場

変動の累計を比較してヘッジの

有効性を評価している。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(7)その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための基本となる

重要な事項 

① 在外子会社等の採用する会計

処理基準 

 在外子会社等の採用する会計

処理基準は、現地において一般

に公正妥当と認められている会

計処理基準に従っている。 

① 在外子会社等の採用する会計

処理基準 

同左 

① 在外子会社等の採用する会計

処理基準 

同左 

    
 ② 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっている。 

② 消費税等の会計処理 

同左 

② 消費税等の会計処理 

同左 

    
 ③ 中間連結会計期間に係る税額

計算方法 

 当中間連結会計期間に係る納

付税額及び法人税等調整額は、

当連結会計年度において予定し

ている利益処分による圧縮積立

金の取崩しを前提として、当中

間連結会計期間に係る金額を計

算している。 

③ 中間連結会計期間に係る税額

計算方法 

同左 

③   ────── 

    
５．中間連結キャッシュ・

フロー計算書（連結 

キャッシュ・フロー計

算書）における資金の

範囲 

 手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってい

る。 

同左 同左 

    



      会計処理方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

──────       ────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日 企業会

計基準委員会）が平成16年３月31日

から平成17年３月30日までに終了す

る連結会計年度に係る連結財務諸表

から適用できることから、当連結会

計年度より同会計基準及び同適用指

針を適用している。これにより税金

等調整前当期純損失は325,579百万

円増加している。 

 また、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に基

づき各資産の金額から直接控除して

いる。  



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

（中間連結損益計算書関係） 

１．前中間連結会計期間において、「受取配当金」は営

業外収益「雑収入」に含めて表示していたが、営業外

収益の総額の10/100を超えたため、当中間連結会計期

間より、独立掲記している。なお、前中間連結会計期

間の営業外収益「雑収入」に含まれる「受取配当金」

は283百万円である。 

２．前中間連結会計期間において、特別利益の「貸倒引

当金戻入益」「固定資産売却益」「関係会社株式売却

益」は独立掲記していたが、特別利益の総額の10/100

以下であるため、当中間連結会計期間より、特別利益

「その他」に含めて表示している。なお、前中間連結

会計期間と同一の表示方法によった場合、当中間連結

会計期間の「貸倒引当金戻入益」は372百万円、「固

定資産売却益」は270百万円、「関係会社株式売却

益」は279百万円である。 

（中間連結損益計算書関係） 

    前中間連結会計期間において、特別損失の「固定資産

除却損」「貸倒引当金繰入額」は独立掲記していたが、

特別損失の総額の10/100以下であるため、当中間連結会

計期間より、特別損失「その他」に含めて表示してい

る。なお、前中間連結会計期間と同一の表示方法によっ

た場合、当中間連結会計期間の「固定資産除却損」は

559百万円、「貸倒引当金繰入額」は252百万円である。

３．前中間連結会計期間において、「構造改革引当金戻

入益」「投資有価証券売却益」は特別利益「その他」

に含めて表示していたが、特別利益の10/100を超えた

ため、当中間連結会計期間より、独立掲記している。

なお、前中間連結会計期間の特別利益「その他」に含

まれている「構造改革引当金戻入益」は86百万円、

「投資有価証券売却益」は525百万円である。 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

１．前中間連結会計期間において、「投資有価証券売却

損」「投資有価証券評価損」「関係会社株式売却益」

は営業活動によるキャッシュ・フローに独立掲記して

いたが、それぞれの金額に重要性がなくなったため、

当中間連結会計期間より営業活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含めて表示している。なお、当

中間連結会計期間における「投資有価証券売却損」は

140百万円、「投資有価証券評価損」は21百万円、「関

係会社株式売却益」は279百万円である。 

 ２．前中間連結会計期間において、「預り金の増加額」

は営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に

含めて表示していたが、金額に重要性が増したため、

当中間連結会計期間より独立掲記している。なお、前

中間連結会計期間における営業活動によるキャッ  

シュ・フローの「その他」に含まれている「預り金の

増加額」は8,448百万円である。 

 ３．前中間連結会計期間において、「自己株式の売却に

よる収入」は財務活動によるキャッシュ・フローの

「その他」に含めて表示していたが、金額に重要性が

増したため、当中間連結会計期間より独立掲記してい

る。なお、前中間連結会計期間における財務活動によ

るキャッシュ・フローの「その他」に含まれている

「自己株式の売却による収入」は180百万円である。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

１．前中間連結会計期間において、「固定資産除却損」は

営業活動によるキャッシュ・フローに独立掲記していた

が、金額に重要性がなくなったため、当中間連結会計期

間より営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」

に含めて表示している。なお、当中間連結会計期間にお

ける「固定資産除却損」は 559百万円である。 

 ２．前中間連結会計期間において、「未収入金の減少額」

は営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含

めて表示していたが、金額に重要性が増したため、当中

間連結会計期間より独立掲記している。なお、前中間連

結会計期間における「未収入金の減少額（増加：△）」

は △1,196百万円である。 

 ３．前中間連結会計期間において、「未払金の減少額」は

営業活動によるキャッシュ・フローに独立掲記していた

が、金額に重要性がなくなったため、当中間連結会計期

間より営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」

に含めて表示している。なお、当中間連結会計期間にお

ける「未払金の減少額」は 1,094百万円である。 

 ４．前中間連結会計期間において、「投資有価証券の取

得による支出」は投資活動によるキャッシュ・フロー

に独立掲記していたが、金額に重要性がなくなったた

め、当中間連結会計期間より投資活動によるキャッ 

シュ・フローの「その他」に含めて表示している。な

お、当中間連結会計期間における「投資有価証券の取

得による支出」は １百万円である。  



追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当中間連結会計期間末の繰延税金

資産には、当社の連結子会社である

株式会社オーエムシーカードがその

繰越欠損金に対して計上している

18,570百万円の繰延税金資産が含ま

れている。当該繰延税金資産は、同

社の中期経営計画が順調に推移する

ことを前提として回収可能と判断し

ている。 

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する連結会計年

度より外形標準課税制度が導入され

たことに伴い、当中間連結会計期間

から「法人事業税における外形標準

課税部分の損益計算書上の表示につ

いての実務上の取扱い」（平成16年

２月13日 企業会計基準委員会 実

務対応報告第12号）に基づき、法人

事業税の付加価値割及び資本割の合

計額については、販売費及び一般管

理費に計上している。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が1,053百万円増加し、営業利益、

経常利益及び税金等調整前中間純利

益が同額減少している。 

   

   ―――――――――――    



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（平成17年２月28日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

600,373百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

613,039百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

605,746百万円 

   
※２．担保提供資産及び担保付債務 

担保に供している資産 

※２．担保提供資産及び担保付債務 

担保に供している資産 

※２．担保提供資産及び担保付債務 

担保に供している資産 

現金及び預金 687百万円

受取手形及び売掛金 50百万円

たな卸資産 690百万円

短期貸付金 44,245百万円

流動資産「その他」 374百万円

建物及び構築物 182,612百万円

土地 383,073百万円

有形固定資産「その

他」 
3,313百万円

投資有価証券 85,630百万円

差入保証金 114,152百万円

投資その他の資産

「その他」 
13,999百万円

自己株式 2,138百万円

 計 830,963百万円

現金及び預金 17百万円

たな卸資産 652百万円

流動資産「その他」 666百万円

建物及び構築物 103,822百万円

土地 237,320百万円

有形固定資産「その

他」 
356百万円

投資有価証券 23,127百万円

差入保証金 97,399百万円

投資その他の資産

「その他」 
10,448百万円

自己株式 2,282百万円

 計 476,089百万円

現金及び預金 17,295百万円

たな卸資産 659百万円

短期貸付金 51,740百万円

流動資産「その他」 8,385百万円

建物及び構築物 106,735百万円

土地 241,787百万円

有形固定資産「その

他」 
351百万円

投資有価証券 47,154百万円

差入保証金 111,078百万円

投資その他の資産

「その他」 
13,076百万円

自己株式 2,139百万円

 計 600,399百万円

対応する債務 対応する債務 対応する債務 

支払手形及び買掛金 534百万円

短期借入金 934,745百万円

未払金 348百万円

長期借入金 

（「１年内に返済す

る長期借入金」を含

む） 

345,412百万円

預り保証金 2,484百万円

固定負債「その他」 5,601百万円

 計 1,289,124百万円

支払手形及び買掛金 450百万円

短期借入金(注） 9,022百万円

未払金 459百万円

流動負債「その他」 １百万円

長期借入金  

（「１年内に返済す

る長期借入金」を含

む）(注） 

474,963百万円

預り保証金 2,440百万円

固定負債「その他」 5,140百万円

 計 492,475百万円

支払手形及び買掛金 497百万円

短期借入金 929,417百万円

未払金 462百万円

長期借入金 

（「１年内に返済す

る長期借入金」を含

む） 

344,527百万円

預り保証金 2,396百万円

固定負債「その他」 5,368百万円

 計 1,282,667百万円

 上記の他、宅地建物取引業法等に基づ

き法務局に、現金及び預金のうち10百万

円、流動資産「その他」のうち10百万

円、投資有価証券のうち９百万円を供託

し、投資有価証券のうち39百万円、投資

その他の資産「その他」のうち10百万円

については質権を設定している。 

 また、連結上消去している子会社株式

のうち63,237百万円を短期借入金及び長

期借入金（「１年内に返済する長期借入

金」を含む。）の担保に供している。 

 また、リース債権のうち4,090百万円を

短期借入金29,256百万円及び長期借入金

（「１年内に返済する長期借入金」を含

む。）9,444百万円の担保に供している。 

 上記の他、宅地建物取引業法等に基づ

き法務局に、現金及び預金のうち10百万

円を供託し、投資有価証券のうち55百万

円、投資その他の資産「その他」のうち

10百万円については質権を設定してい

る。 

 また、連結上消去している子会社株式

のうち56,728百万円を短期借入金及び長

期借入金（「１年内に返済する長期借入

金」を含む。）の担保に供している。 

(注)  短期借入金及び長期借入金（「１年内

に返済する長期借入金」を含む。）に

は、上記の「担保に供している資産」の

ほかにリース債権5,347百万円を担保に供

している。 

 その他、宅地建物取引業法等に基づき

法務局に、現金及び預金のうち10百万

円、流動資産「その他」のうち10百万円

を供託し、投資有価証券のうち45百万

円、投資その他の資産「その他」のうち

10百万円については質権を設定してい

る。  

  また、連結上消去している子会社株式

のうち57,020百万円を短期借入金及び長

期借入金（「１年内に返済する長期借入

金」を含む。）の担保に供している。 

  また、リース債権のうち4,095百万円を

短期借入金22,349百万円及び長期借入金

（「１年内に返済する長期借入金」を含

む。）5,959百万円の担保に供している。

 



前中間連結会計期間末 
（平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（平成17年２月28日） 

   
※３．短期貸付金には、金融事業を営む連結

子会社の営業貸付金297,272百万円が含

まれている。 

※３．短期貸付金には、金融事業を営む連結

子会社の営業貸付金319,188百万円が含

まれている。 

※３．短期貸付金には、金融事業を営む連結

子会社の営業貸付金277,269百万円が含ま

れている。 

   
※４．土地の再評価に関する法律（平成10年

３月31日公布法律第34号）及び土地の再

評価に関する法律の一部を改正する法律

（平成11年３月31日公布法律第24号）に

基づき、当社及び一部の連結子会社にお

いて事業用土地の再評価を行っている。

なお、当社及び一部の連結子会社は評価

差額に係る税金相当額を「再評価に係る

繰延税金負債」として負債の部に計上

し、これを控除した金額のうち当社持分

相当額を「土地再評価差額金」として資

本の部に計上している。 

※４．土地の再評価に関する法律（平成10年

３月31日公布法律第34号）及び土地の再

評価に関する法律の一部を改正する法律

（平成11年３月31日公布法律第24号）に

基づき、事業用土地の再評価を行ってい

る。なお、評価差額に係る税金相当額を

「再評価に係る繰延税金負債」として負

債の部に計上し、これを控除した金額を

「土地再評価差額金」として資本の部に

計上している。 

※４．土地の再評価に関する法律（平成10年

３月31日公布法律第34号）及び土地の再

評価に関する法律の一部を改正する法律

（平成11年３月31日公布法律第24号）に

基づき、当社及び一部の連結子会社にお

いて事業用土地の再評価を行っている。

なお、評価差額に係る税金相当額を、当

社及び一部の連結子会社は「再評価に係

る繰延税金負債」として負債の部に計上

し、これを控除した金額を当社は「土地

再評価差額金」として資本の部に計上

し、一部の連結子会社は当社持分相当額

を「土地再評価差額金」として計上して

いる。 

（当社）   （当社） 

・再評価を行った年月日 

・・・平成13年２月28日 

同左 ・再評価を行った年月日 

・・・平成13年２月28日 

・再評価の方法・・・土地の再評価に関

する法律施行令（平成10年３月31日公布

政令第119号）第２条第５号に定める不

動産鑑定士による鑑定評価により算出す

る方法及び同条第３号に定める固定資産

税評価額に基づき、合理的な調整を行っ

て算出する方法によっている。 

 ・再評価の方法・・・土地の再評価に関

する法律施行令（平成10年３月31日公布

政令第119号）第２条第５号に定める不動

産鑑定士による鑑定評価により算出する

方法及び同条第３号に定める固定資産税

評価額に基づき、合理的な調整を行って

算出する方法によっている。 

  ・再評価を行った土地の当期末における

時価と再評価後の帳簿価額との差額 

△26,702百万円 

（連結子会社）        ―――――――――――― （連結子会社） 

・再評価を行った年月日 

・・・平成14年２月28日 

  ・再評価を行った年月日 

・・・平成14年２月28日 

・再評価の方法・・・土地の再評価に関

する法律施行令（平成10年３月31日公布

政令第119号）第２条第４号に定める地

価税法（平成３年法律第69号）第16条に

規定する地価税の課税価格の計算の基礎

となる土地の価額に、合理的な調整を行

って算出する方法によっている。 

 ・再評価の方法・・・土地の再評価に関

する法律施行令（平成10年３月31日公布

政令第119号）第２条第４号に定める地価

税法（平成３年法律第69号）第16条に規

定する地価税の課税価格の計算の基礎と

なる土地の価額に、合理的な調整を行っ

て算出する方法によっている。 

  ・再評価を行った土地の当期末における

時価と再評価後の帳簿価額との差額 

△48百万円 

   
 



前中間連結会計期間末 
（平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（平成17年２月28日） 

 ５．偶発債務 

預り保証金返還債務に対する保証額 

 ５．偶発債務 

預り保証金返還債務に対する保証額 

 ５．偶発債務 

預り保証金返還債務に対する保証額 

日本毛織㈱ 3,089百万円

㈱読売新聞社 546百万円

㈱サトリア 100百万円

八重洲地下街㈱ 20百万円

 計 3,755百万円

日本毛織㈱ 2,471百万円

㈱読売新聞社 273百万円

 計 2,744百万円

日本毛織㈱ 2,471百万円

㈱読売新聞社 273百万円

八重洲地下街㈱ 20百万円

 計 2,764百万円

借入債務に対する保証額 借入債務に対する保証額 借入債務に対する保証額 

㈱ホークスタウン 

（旧㈱福岡ダイ  

エー・リアル・エス

テート） 

13,079百万円

㈱福岡リアルエス 

テート 
330百万円

一般顧客他への信用

保証 
1,325百万円

従業員の住宅ローン 230百万円

 計 14,964百万円

一般顧客他への信用

保証 
1,131百万円

従業員の住宅ローン 135百万円

豚肥育預託農家        48百万円

 計 1,314百万円

㈱ホークスタウン 

 （旧㈱福岡ダイ 

エー・リアル・エス

テート） 

12,643百万円

㈱福岡リアルエス 

テート 
300百万円

一般顧客他への信用

保証 
1,214百万円

従業員の住宅ローン 184百万円

豚肥育預託農家 50百万円

 計 14,391百万円



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な

費目及び金額は次のとおりである。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目

及び金額は次のとおりである。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりである。 

従業員給料賞与手当 98,999百万円

賃借料 52,724百万円

水道光熱費 21,982百万円

減価償却費 20,928百万円

貸倒引当金繰入額 14,532百万円

退職給付費用 6,671百万円

賞与引当金繰入額 2,566百万円

従業員給料賞与手当 93,672百万円

賃借料 49,987百万円

水道光熱費 20,201百万円

貸倒引当金繰入額 15,734百万円

減価償却費 12,005百万円

退職給付費用 4,397百万円

賞与引当金繰入額 2,478百万円

従業員給料賞与手当 195,587百万円

賃借料 103,890百万円

減価償却費 41,752百万円

水道光熱費 41,166百万円

貸倒引当金繰入額 29,644百万円

退職給付費用 12,572百万円

賞与引当金繰入額 2,805百万円

※２． 

        ―――――――― 

※２．固定資産減損損失  

  当中間連結会計期間において、当社グ 

ループは以下の資産グループについて減損

損失を計上している。 

（１）減損損失を認識した資産グループの概要 

  

地域 用途 種類 
金額 

(百万円)

 北海道 
店舗 

その他  

土地及び 

建物等  
1,369 

 関東 

店舗 

賃貸用不動産 

その他 

土地及び 

建物等   
7,669 

 近畿 
店舗 

賃貸用不動産  

土地及び 

建物等   
1,045 

九州 
店舗 

その他    

土地及び 

建物等   
2,088 

 その他 

店舗 

賃貸用不動産 

遊休不動産 

土地及び 

建物等  
292 

※２．固定資産減損損失 

  当連結会計年度において、当社グルー

プは以下の資産グループについて減損損

失を計上している。    

（１）減損損失を認識した資産グループの概要

  (注)ダイエーグループの店舗に入店し

ている連結子会社の専門店についても１

件としている。 

地域 用途 件数(注) 種類  

北海道

店舗 

賃貸用不動産等  

遊休不動産 

93 
土地及び 

建物等   

 東北 

店舗 

賃貸用不動産等  

遊休不動産 

82  
土地及び 

建物等   

 関東 

店舗 

賃貸用不動産等  

遊休不動産 

699 
土地及び 

建物等   

 中部 

店舗 

賃貸用不動産等  

遊休不動産 

122 
土地及び 

建物等   

 近畿 

店舗 

賃貸用不動産等  

遊休不動産 

391 
土地及び 

建物等   

中国

四国 

店舗 

賃貸用不動産等  

遊休不動産 

60 
土地及び 

建物等   

九州

沖縄 

店舗 

賃貸用不動産等  

遊休不動産 

197  

土地及び 

建物等   

  

  （２）減損損失の認識に至った経緯  

  店舗及び賃貸用不動産等については、継続

して営業損失が発生している資産グループ又

は市場価格が帳簿価額より著しく下落してい

る資産グループの帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、遊休不動産、除却あるいは売却に

より処分する決定を行った資産グループにつ

いては、市場価格が帳簿価額を下回っている

資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を「固定資産減損損失」

として特別損失に計上している。 

 （２）減損損失の認識に至った経緯  

  店舗及び賃貸用不動産等については、継

続して営業損失が発生している店舗又は市

場価格が帳簿価額より著しく下落している

資産グループの帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、遊休不動産については、市場価

格が帳簿価額より著しく下落している資産

グループの帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を「固定資産減損損失」

として特別損失に計上している。 

   

 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

次へ  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

  （３）減損損失の内訳 

   建物等(注)１ 3,410百万円 

   土地 8,483百万円 

   借地権その他(注)２     570百万円 

  合計 12,463百万円 

（３）減損損失の内訳 

  建物等(注)１ 155,937百万円 

  土地 156,710百万円 

  借地権その他(注)２   12,932百万円  

  合計 325,579百万円  

        

 

    

   

 (注)１．リース資産を含めている。 

(注)２．無形固定資産、長期前払費用を含め

ている。 

(注)１．リース資産を含めている。  

(注)２．無形固定資産、長期前払費用を含め

ている。   

  （４）資産のグルーピングの方法 

  キャッシュ・フローを生み出す最小単位

として店舗を基本単位とし、賃貸用不動産

等及び遊休不動産については、個別の物件

毎にグルーピングしている。また、店舗以

外の営業施設についても１つの独立単位と

してグルーピングしている。 

（４）資産のグルーピングの方法 

同左 

  （５）回収可能価額の算定方法 

    資産グループの回収可能価額のうち正味売

却価額は、主として不動産鑑定評価基準によ

り評価しており、使用価値については将来 

キャッシュ・フローを５％で割引いて算定し

ている。 

(５）回収可能価額の算定方法 

同左 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 112,943百万円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△ 2,239百万円

現金及び現金同等物 110,704百万円

現金及び預金勘定 177,558百万円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△ 45百万円

現金及び現金同等物 177,513百万円

現金及び預金勘定 208,178百万円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△ 4,027百万円

現金及び現金同等物 204,151百万円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額、減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額、減損損失累計額相当額及び期

末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

有形固定資産
その他 

9,570 4,194 5,376 

無形固定資産
その他 

13 7 6 

計 9,583 4,201 5,382 

 

取得価

額相当

額 

(百万円)

減価償

却累計

額相当

額 

(百万円)

減損損

失累計

額相当

額 

(百万円)

中間期

末残高

相当額 

(百万円)

有形固定資産
その他 

1,627 528 105 994

無形固定資産
その他 

98 16   － 82

計 1,725 544 105 1,076

 

取得価

額相当

額 

(百万円) 

減価償

却累計

額相当

額 

(百万円) 

減損損

失累計

額相当

額 

(百万円)

期末残

高相当

額 

(百万円)

工具器具備品 1,750 761 257 732

有形固定資産
その他 

7,968 4,010 1,846 2,112

無形固定資産
その他 

14 8 1 5

計 9,732 4,779 2,104 2,849

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額等 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

１年内 2,038百万円

１年超 3,852百万円

計 5,890百万円

   

１年内 340百万円

１年超 865百万円

計 1,205百万円

リース資産減損勘定の残高  105百万円

１年内 1,934百万円

１年超 3,290百万円

計 5,224百万円

リース資産減損勘定の残高 2,104百万円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、支払利息相当額及

び減損損失 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、支払利息相当額及

び減損損失 

支払リース料 1,006百万円

減価償却費相当額 935百万円

支払利息相当額 103百万円

   

   

支払リース料 176百万円

リース資産減損勘定の取崩額 25百万円

減価償却費相当額 139百万円

支払利息相当額     19百万円

減損損失    －百万円

支払リース料 2,069百万円

リース資産減損勘定の取崩額 －百万円

減価償却費相当額  1,886百万円

支払利息相当額  198百万円

減損損失  2,104百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっている。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各

期への配分方法については、利息法に

よっている。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

（貸主側） 

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計

額及び中間期末残高 

（貸主側） 

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計

額及び中間期末残高 

（貸主側） 

(1) リース物件の取得価額、減価償却累計

額及び期末残高 

  
取得価
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額 
(百万円) 

中間期
末残高 
(百万円) 

有形固定資産
その他 

16,111 12,465 3,646 

無形固定資産
その他 

1,767 763 1,004 

計 17,878 13,228 4,650 

  
取得価
額 
(百万円)

減価償
却累計
額 
(百万円)

中間期
末残高 
(百万円)

有形固定資産
その他 

11,178 7,842 3,336

無形固定資産
その他 

1,774 837 937

計 12,952 8,679 4,273

取得価
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額 
(百万円) 

期末残
高 
(百万円)

工具器具備品 14,444 12,381 2,063

有形固定資産
その他 

1,605 1,079 526

無形固定資産
その他 

1,837 866 971

計 17,886 14,326 3,560

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 2,277百万円

１年超 2,659百万円

計 4,936百万円

１年内 1,607百万円

１年超 2,896百万円

計 4,503百万円

１年内 1,388百万円

１年超 2,367百万円

計 3,755百万円

(3) 受取リース料、減価償却費及び受取利

息相当額 

(3) 受取リース料、減価償却費及び受取利

息相当額 

(3) 受取リース料、減価償却費及び受取利

息相当額 

受取リース料 1,870百万円

減価償却費 1,640百万円

受取利息相当額 138百万円

受取リース料 1,251百万円

減価償却費 1,119百万円

受取利息相当額 113百万円

受取リース料 3,450百万円

減価償却費 3,026百万円

受取利息相当額 242百万円

(4）利息相当額の算定方法 

リース料総額と見積残存価額との合計

額から、リース物件の取得価額を控除

した額を利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法によってい

る。 

(4）利息相当額の算定方法 

同左 

(4）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

未経過リース料 

（借主側） 

未経過リース料 

（借主側） 

未経過リース料 

１年内 23,810百万円

１年超 132,808百万円

計 156,618百万円

１年内 23,885百万円

１年超 119,269百万円

計 143,154百万円

１年内 23,695百万円

１年超 122,266百万円

計 145,961百万円

（貸主側） 

未経過リース料 

（貸主側） 

未経過リース料 

（貸主側） 

未経過リース料 

１年内 10百万円

１年超 111百万円

計 121百万円

１年内 233百万円

１年超 2,127百万円

計 2,360百万円

１年内 34百万円

１年超 332百万円

計 366百万円



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年８月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

当中間連結会計期間末（平成17年８月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

区分 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

① 株式 11,265 27,509 16,244 

② 債券       

国債 1,011 1,011 － 

合計 12,276 28,520 16,244 

区分 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 22,748 

区分 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

① 株式 2,246 8,457 6,211 

② 債券       

国債 5 5 － 

合計 2,251 8,462 6,211 

区分 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 3,365 



前連結会計年度末（平成17年２月28日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年８月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （注）１．時価はデリバティブ取引に係る契約を締結した金融機関から提示された価格によっている。 

２．ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は、記載を省略している。 

当中間連結会計期間末（平成17年８月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

  

デリバティブ取引は、全てヘッジ会計を適用しているため、記載を省略している。 

前連結会計年度末（平成17年２月28日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

      

デリバティブ取引は、全てヘッジ会計を適用しているため、記載を省略している。 

区分 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

① 株式 2,311 11,512 9,201 

② 債券       

国債 15 15 － 

合計 2,326 11,527 9,201 

区分 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 22,339 

対象物の種類 取引の種類 
契約額等 
（百万円） 

時価（百万円） 
評価損益 
（百万円） 

金利 
スワップ取引 

支払固定・受取変動 
10,000 △177 △177 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成16年３月１日 至平成16年８月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

 事業区分の方法は、グループ内の事業展開を基準として区分している。 

２．各事業区分の主要な内容 

・小売事業………………総合小売業としてのゼネラル・マーチャンダイズ・ストア、スーパーマーケット、

ディスカウントストア、百貨店他、各種専門店等の事業である。 

・金融事業………………信販事業、各種金融商品の販売、融資及びリース事業である。 

・不動産事業……………店舗開発、運営、管理及び不動産賃貸業である。 

・その他事業……………外食、レジャー等の事業である。 

当中間連結会計期間（自平成17年３月１日 至平成17年８月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

 事業区分の方法は、グループ内の事業展開を基準として区分している。 

２．各事業区分の主要な内容 

・小売事業………………総合小売業としてのゼネラル・マーチャンダイズ・ストア、スーパーマーケット、

百貨店他、各種専門店等の事業である。 

・金融事業………………信販事業、各種金融商品の販売、融資及びリース事業である。 

・不動産事業……………店舗開発、運営、管理及び不動産賃貸業である。 

・その他事業……………外食、レジャー等の事業である。 

  
小売事業 
（百万円） 

金融事業 
（百万円）

不動産事業
（百万円）

その他事業
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

営業収益               

(1) 外部顧客に対する

営業収益 
769,920 69,454 15,912 79,746 935,032 － 935,032 

(2) セグメント間の 

内部営業収益又は

振替高 

19,789 11,121 11,642 52,433 94,985 (94,985) － 

計 789,709 80,575 27,554 132,179 1,030,017 (94,985) 935,032 

営業費用 783,223 66,718 25,856 128,304 1,004,101 (94,228) 909,873 

営業利益 6,486 13,857 1,698 3,875 25,916 (757) 25,159 

  
小売事業 
（百万円） 

金融事業 
（百万円）

不動産事業
（百万円）

その他事業
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

営業収益               

(1) 外部顧客に対する

営業収益 
704,386 71,704 15,409 73,672 865,171 － 865,171 

(2) セグメント間の 

内部営業収益又は

振替高 

18,504 9,515 10,696 50,375 89,090 (89,090) － 

計 722,890 81,219 26,105 124,047 954,261 (89,090) 865,171 

営業費用 728,037 63,771 24,539 119,882 936,229 (88,992) 847,237 

営業利益（△は営業損失） △5,147 17,448 1,566 4,165 18,032 (98) 17,934 



前連結会計年度（自平成16年３月１日 至平成17年２月28日） 

 （注）１．事業区分の方法 

 事業区分の方法は、グループ内の事業展開を基準として区分している。 

２．各事業区分の主要な内容 

・小売事業………………総合小売業としてのゼネラル・マーチャンダイズ・ストア、スーパーマーケット、

ディスカウントストア、百貨店他、各種専門店等の事業である。 

・金融事業………………信販事業、各種金融商品の販売、融資及びリース事業である。 

・不動産事業……………店舗開発、運営、管理及び不動産賃貸業である。 

・その他事業……………外食、レジャー等の事業である。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、全セグメントの売上高の合計に占める

「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略している。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、海外売上高が連結売上高の10％未満のた

め、海外売上高の記載を省略している。 

  
小売事業 
（百万円） 

金融事業 
（百万円）

不動産事業
（百万円）

その他事業
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

営業収益及び営業損益 

営業収益 

              

(1) 外部顧客に対する

営業収益 
1,512,406 139,142 31,266 151,004 1,833,818 － 1,833,818 

(2) セグメント間の 

内部営業収益又は

振替高 

38,632 20,865 22,613 103,575 185,685 (185,685) － 

計 1,551,038 160,007 53,879 254,579 2,019,503 (185,685) 1,833,818 

営業費用 1,546,716 129,863 51,042 248,291 1,975,912 (184,484) 1,791,428 

営業利益 4,322 30,144 2,837 6,288 43,591 (1,201) 42,390 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額

の算定上の基礎は、 以下のとおりである。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

１株当たり純資産額 

△289円49銭 

１株当たり純資産額 

588円38銭 

１株当たり純資産額 

△1,457円04銭 

１株当たり中間純利益金額 

1円89銭 

１株当たり中間純利益金額 

2,746円94銭 

１株当たり当期純損失金額 

806円43銭 

潜在株式調整後１株当たり 

中間純利益金額 

0円84銭 

潜在株式調整後１株当たり 

中間純利益金額 

2,345円23銭 

 当社は、平成17年５月10日付で発行

済普通株式について10株を１株の割合

で併合しており、下記の数値は当該併

合が前期首に行われたと仮定して算定

している。              

  

 なお、前連結会計年度の潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額については、当期純損失が

計上されているため記載していない。 

前中間連結会計期間 前連結会計年度 

 １株当たり純資産額   １株当たり純資産額 

 △2,894円94銭  △14,570円37銭  

１株当たり中間純

利益金額 

１株当たり当期純

損失金額 

 18円90銭  8,064円27銭  

 潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 

 潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 

 8円40銭        ― 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、１株当

たり当期純損失金額が計上されてい

るため記載していない。 

  



  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日)

中間純利益又は当期純損失（△）   

                         （百万円） 
1,184 414,214 △511,198 

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － － － 

 普通株式に係る中間純利益又は 

当期純損失（△）     (百万円)  
1,184 414,214 △511,198 

期中平均株式数       （千株） 626,619 150,790 633,904 

（うち、普通株式） (425,835) (80,872) (433,120) 

（うち、甲種類株式） (   － ) (61,791)  (   － ) 

（うち、Ａ種優先株式） (12,815) (487) (12,814) 

（うち、Ｇ種優先株式） (187,970) (7,639) (187,969) 

潜在株式調整後 

１株当たり中間（当期）純利益金額 
      

中間（当期）純利益調整額 （百万円） － － － 

普通株式増加数       （千株） 782,394 25,828 － 

（うち、Ｂ種優先株式） (12,815) (487) ( －) 

（うち、Ｄ種①優先株式） (90,539) (1,476) ( －) 

（うち、Ｄ種②優先株式） (90,539) (1,476) ( －) 

（うち、Ｅ種優先株式） (226,347) (8,611) ( －) 

（うち、Ｆ種優先株式） (362,155) (13,777) ( －) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益金額

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

該当なし。 

平成17年５月26日定時

株主総会決議による新

株予約権（新株予約権

の数14,946個）。 

 なお、概要は「新株

予約権等の状況」に記

載のとおりである。  

該当なし。 



（重要な後発事象） 

 前中間連結会計期間（自 平成16年３月１日 至 平成16年８月31日）  

  該当事項なし  

  

 当中間連結会計期間（自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日） 

  該当事項なし 

  

 前連結会計年度（自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日） 

１．当社は、平成17年３月７日開催の取締役会において、以下の財務リストラクチャリング等の実施について臨時株 

   主総会及び種類株主様による種類株主総会の承認を条件に決議し、平成17年３月30日開催の臨時株主総会及び普通 

   株主様による種類株主総会にて承認され、その他優先株主様による種類株主総会については、平成17年３月29日付 

   にて書面による承認を得た。 

  なお、以下の財務リストラクチャリング等は、有価証券報告書提出日現在、すべて効力が発生している。 

  

(1) 資本減少及び資本減少に伴うＡ種、Ｂ種、Ｅ種、Ｆ種及びＧ種の各優先株式の無償強制消却     

 当社の資本金119,510,560,000円のうち、119,010,560,000円の無償の資本減少を行い、資本減少後の資本金は

500,000,000円となった。 

 発行済みのＡ種優先株式(4,500,000株)、Ｂ種優先株式(4,500,000株)、Ｅ種優先株式(50,000,000株)、Ｆ種

優先株式(80,000,000株) 及びＧ種優先株式（50,000,000株）の全てを無償で強制消却を行った。  

① 株券提出期間              平成17年４月１日から平成17年５月９日 

② 債権者異議申述期間           平成17年４月１日から平成17年５月９日 

③ 減資及び消却の効力発生日     平成17年５月10日 

(2) 株式の併合 

普通株式10株を１株に併合し、これに伴い、１単元の株式の数を500株から50株に引き下げた。 

① 株券提出期間            平成17年４月１日から平成17年５月９日 

② 売買停止期間                 平成17年４月28日から平成17年５月９日 

③ 株式併合の効力発生日         平成17年５月10日 

④ １単元の株式数の変更の効力発生日 平成17年５月10日 

(3) Ｄ種①優先株式及びＤ種②優先株式にかかる転換条件の変更  

 発行済みのＤ種①優先株式及びＤ種②優先株式について転換条件の変更を行った。なお、Ｄ種①優先株式及

びＤ種②優先株式は、平成17年３月31日をもって普通株式に転換されており、転換により生じた普通株式も、

上記(2)に従い併合した。 

(4) 第三者割当による新株発行  

① 普通株式の発行内容 

ⅰ．発行株式数                 33,244,650株 

ⅱ．１株当たりの発行価額        1,113円 

ⅲ．発行総額             37,001,295,450円 

ⅳ．資本組入額             18,517,270,050円(１株につき557円) 

ⅴ．申込期間                  平成17年３月７日から平成17年５月10日 

ⅵ．払込期日              平成17年５月10日 

ⅶ．配当起算日             平成17年３月１日 

ⅷ．新株券交付日                   平成17年５月11日 

ⅸ．割当先及び割当株式数              有限会社ＤＲＦ                          23,292,700株 

                                          丸紅リテールインベストメント株式会社      9,951,950株 

ⅹ．新株式の継続所有の取決めに関する事項 

割当新株式を発行日より２年以内に譲渡する場合には、その内容を当社に

報告する旨の確約書を得ている。 



② 甲種類株式の発行内容 

ⅰ．発行株式数                         99,733,950株 

ⅱ．１株当たりの発行価額           752円 

ⅲ．発行総額                        74,999,930,400円※ 

ⅳ．資本組入額                     37,499,965,200円(１株につき376円) 

ⅴ．申込期間                        平成17年３月７日から平成17年５月10日 

ⅵ．払込期日                  平成17年５月10日 

ⅶ．配当起算日                         平成17年３月１日 

ⅷ．新株券交付日                       平成17年５月11日    

ⅸ．割当先及び割当株式数            株式会社産業再生機構                       66,489,300株※ 

                                        有限会社ＤＲＦ                      23,292,700株 

                                       丸紅リテールインベストメント株式会社       9,951,950株 

※ このうち、株式会社産業再生機構による現物出資（借入金の株式化）が発行総額で39,999,970,400

円、割当株式数で53,191,450株含まれている。 

(5) その他の事項 

当社の総株主の議決権の数及び提出日現在の資本の額 

総株主の議決権の数 

              （平成17年５月10日の当社第三者割当増資の効力発生直前）       1,239,174個 

              （平成17年５月10日の当社第三者割当増資の効力発生後）        3,898,746個 

資本の額 

                          （平成17年５月10日の当社第三者割当増資の効力発生直前）   500,000,000円 

                          （平成17年５月10日の当社第三者割当増資の効力発生後）    56,517,235,250円 

  

２．当社は、平成17年３月31日までに株式会社産業再生機構、取引金融機関及び当社グループ11社との間で「債権者 

  間の協定書」並びに「免責的債務引受契約書」を、また、株式会社産業再生機構及び取引金融機関との間で「債権 

   放棄に関する合意書」を締結した。これらの契約書等に基づき、当社は対象となるグループ各社の金融機関に対す 

   る債務について免責的債務引受を実施するとともに、金融機関より債務の一部免除や返済期間等の変更をしていた 

   だいた。 

(1) 債務免除の概要 

① 対象借入先                      株式会社ユーエフジェイ銀行 

                                       株式会社三井住友銀行 

                                       株式会社みずほコーポレート 

                                       他 

② 債務免除を受けた金額         400,420百万円 

(2) 免責的債務引受の概要 

① 対象会社                      株式会社十字屋 

                                    株式会社日本流通リース 

                                    他  

② 債務を引き受けた金額           80,786百万円 

  

３．当社と株式会社十字屋(以下「十字屋」)は、平成17年２月23日に締結した株式交換に関する覚書に基づき、 

  平成17年５月９日両社の取締役会の決議を経て、当社が十字屋を完全子会社とする旨の株式交換契約書を締結した。 

株式交換契約の概要 

(1) 株式交換の内容 

 当社については商法第358条第１項に基づき、十字屋については産業活力再生特別措置法第12条の４第２項に

基づいて、両社の株主総会の承認を得ずに実施する。なお、当社は経済産業省より産業活力再生特別措置法に

基づく事業再構築計画の認定をいただいている。 

(2) 株式交換の日                  平成17年７月１日 

 ただし、株式交換の手続進行上の必要性その他の事由により、株式会社ダイエー及び十字屋は協議の上この期日

を変更することができる。 



(3) 株式交換比率 

 ただし、当該交換比率は、当社が株式交換日前に、発行済み普通株式10株を１株とする割合での普通株式の

株式併合を実施していることが前提となる。なお、上記株式併合は、平成17年３月30日開催の当社臨時株主総

会及び普通株主様による種類株主総会にて承認され、その他優先株主様による種類株主総会については平成17

年３月29日付にて書面による承認を得ている。 

 また、当社が保有する十字屋の普通株式158,899,160株に対するダイエー株式の割当ては行わない。 

(4) 株式交換に際して発行する当社の株式数 普通株式2,960,646株 

 十字屋の株主(当社を除く)は、当社が本株式交換に際して発行する新株割当を受けて当社の株主となり、十

字屋の株主(当社を除く)が有する十字屋の株式は、当社に移転し、十字屋は当社の完全子会社となる。 

(5) 株式交換交付金 

 株式交換交付金は支払わないものとする。 

(6) 利益配当の起算日 

 株式交換に際して発行される当社普通株式2,960,646株に対する利益配当金は、平成17年３月１日から起算す

る。 

(7) 増加すべき資本金及び資本準備金の額 

 本株式交換によって当社の資本金は増加しない。また、増加すべき資本準備金の額は、株式交換の日において

十字屋に現存する純資産額に、十字屋の発行済株式の総数に対する株式交換により当社に移転する株式の割合を

乗じた額となる。 

  

４．当社及び連結子会社が保有する株式会社リクルート株式を売却した。その概要は以下のとおりである。 

（1）当該事象の発生年月日          平成17年５月19日 

（2）当該事象の内容 

① 売却の理由              事業再生計画の基本方針に基づいて行うもの 

② 譲渡先                株式会社あおぞら銀行 

                        農林中央金庫 

                                        投資事業有限責任組合ＡＰ ＲＣＴ Ｆｕｎｄ 

③ 譲渡資産の種類            投資有価証券 

④ 売却株式数                      株式会社ダイエー              4,772,000株  

                                     サン総合開発株式会社            600,000株 

⑤ 売買契約締結日              ５月19日 

⑥ 売却額                       約550億円 

(3）当該事象の損益に与える影響額 

 平成18年２月期において、売却益を連結で約350億円、単独で約306億円計上する見込である。 

  

(2）【その他】 

     該当事項なし。 

会社名 株式会社ダイエー 株式会社十字屋 

 株式交換比率 1 0.043 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成16年８月31日） 
当中間会計期間末 
（平成17年８月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金 ※３ 26,086   79,550 43,622   

２．売掛金   24,924   23,208 20,676   

３．たな卸資産   51,126   39,624 45,611   

４．短期貸付金   561,061   624,977 546,726   

５．その他 ※1.3 50,697   27,222 38,764   

６．貸倒引当金   △69,151   △110,770 △110,456   

流動資産合計     644,744 46.5 683,811 57.7   584,943 51.5

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産           

(1）建物 ※2.3 145,658   69,616 72,233   

(2）土地 ※3.5 160,921   110,101 112,131   

(3）その他 ※２ 17,103   7,493 8,221   

計   323,682   187,210 192,584   

２．無形固定資産   10,397   4,350 4,313   

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券 ※３ 37,860   3,563 21,166   

(2）関係会社株式 ※３ 126,703   102,483 110,268   

(3）差入保証金 ※3.4 224,716   203,420 219,639   

(4）その他 ※３ 45,583   35,496 39,530   

(5）貸倒引当金   △25,946   △35,373 △36,320   

計   408,917   309,589 354,283   

固定資産合計     742,996 53.5 501,149 42.3   551,181 48.5

資産合計     1,387,739 100.0 1,184,959 100.0   1,136,124 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成16年８月31日） 
当中間会計期間末 
（平成17年８月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   80,597   79,417 69,709   

２．短期借入金 ※３ 795,391   20,682 805,075   

３．１年内に返済する
長期借入金 

※３ 59,190   276 68,610   

４．未払金 ※３ 19,387   16,510 18,194   

５．その他   24,416   19,823 18,066   

流動負債合計     978,982 70.5 136,708 11.5   979,653 86.2

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金 ※３ 103,880   479,246 83,226   

２．預り保証金 ※３ 30,332   28,503 29,634   

３．再評価に係る繰延
税金負債 

※５ 28,642   16,896 17,209   

４．退職給付引当金   22,560   14,147 17,227   

５．関係会社事業損失
引当金 

  87,697   221,182 230,865   

６．事業再構築引当金   －   131,111 134,443   

７. 構造改革引当金   21,158   － －   

８．その他 ※３ 5,523   11,368 13,218   

固定負債合計     299,792 21.6 902,453 76.2   525,822 46.3

負債合計     1,278,774 92.1 1,039,160 87.7   1,505,475 132.5

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     119,510 8.6 56,517 4.8   119,510 10.5

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金   －   56,014 －   

２．その他資本剰余金   340   119,351 340   

資本剰余金合計     340 0.0 175,365 14.8   340 0.0

Ⅲ 利益剰余金           

中間（当期）未処
理損失 

  34,557   103,510 502,451   

利益剰余金合計     △34,557 △2.5 △103,510 △8.8   △502,451 △44.2

Ⅳ 土地再評価差額金 ※５   19,522 1.4 17,401 1.5   13,244 1.2

Ⅴ その他有価証券評価
差額金 

    4,167 0.3 77 0.0   39 0.0

Ⅵ 自己株式     △17 △0.0 △51 △0.0   △34 △0.0

資本合計     108,965 7.9 145,799 12.3   △369,351 △32.5

負債・資本合計     1,387,739 100.0 1,184,959 100.0   1,136,124 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 ※１   639,253 100.0 586,885 100.0   1,254,893 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１   490,240 76.7 458,235 78.1   968,886 77.2

売上総利益 ※１   149,013 23.3 128,650 21.9   286,007 22.8

Ⅲ 営業収入     27,332 4.3 25,586 4.4   53,257 4.2

営業総利益     176,345 27.6 154,236 26.3   339,264 27.0

Ⅳ 販売費及び一般管理費     171,189 26.8 160,074 27.3   335,902 26.7

営業利益     5,156 0.8 － －   3,361 0.3

 営業損失     － － 5,838 1.0   － －

Ⅴ 営業外収益 ※２   9,799 1.5 11,513 2.0   18,853 1.5

Ⅵ 営業外費用 ※３   8,670 1.4 9,433 1.6   16,888 1.4

経常利益     6,285 0.9 － －   5,326 0.4

経常損失     － － 3,759 0.6   － －

Ⅶ 特別利益 ※４   5,903 0.9 431,863 73.6   54,749 4.4

Ⅷ 特別損失 ※5.6   11,439 1.7 25,087 4.3   530,678 42.3

税引前中間純利益     749 0.1 403,017 68.7   － －

税引前当期純損失     － － － －   470,603 37.5

法人税、住民税及び
事業税 

  278  272 580   

法人税等調整額   － 278 0.0 △353 △81 △0.0 2,516 3,096 0.2

中間純利益     471 0.1 403,098 68.7   － －

当期純損失     － － － －   473,699 37.7

前期繰越損失     34,122 502,451   34,122 

土地再評価差額金取
崩額 

    △906 △4,157   5,371 

中間（当期）未処理
損失 

    34,557 103,510   502,451 

           



継続企業の前提に関する注記 

前中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当社は、当事業年度を最終年 

度として、株式会社ＵＦＪ銀行、

株式会社三井住友銀行及び株式会

社みずほコーポレートの主力３行

並びに株主の皆様をはじめとする

関係先のご支援の下に、ダイエー

グループ「新３カ年計画」の達成

に取り組んできた。しかしなが

ら、当上期半ばから外部環境が急

速に変化し、それに対応すべく、

平成17年３月から始まる翌事業年

度以降の経営計画について、主力

３行及び関係先と協議中である。 

現在、株式会社産業再生機構へ

の支援申込を前提として、抜本的

な構造改革を基本とした翌事業年

度以降の経営計画を策定中であ

り、状況如何によっては当事業年

度末において重要な損失を計上す

る可能性がある。 

また、一部の金融機関につい

て、翌事業年度以降の経営計画確

定未了を起因とした返済期限の到

来した借入金が存在するが、残高

維持の交渉を継続中である。 

これらの状況により継続企業 

の前提に関する重要な疑義が生じ

ているが、当該経営計画は、関係

金融機関等のご理解とご協力の

下、当事業年度中に確定し、当該

疑義は解消する見込みである。 

 中間財務諸表は継続企業を前提

として作成されており、このよう

な重要な疑義の影響を反映してい

ない。 

  

 ―――――――― 

 当社は、株式会社産業再生機構

（以下産業再生機構）の支援のもと

で、経営上の諸問題を抜本的に解決

し、コア事業へ経営資源を集中する

ことで事業再生を目指すべく「事業

再生計画」を策定した。当該計画

は、ノンコア事業からの完全撤退や

不採算店舗の撤退の他、減損会計の

早々期適用など抜本的なリストラ施

策を含み、これらの施策により発生

する損失を当事業年度に計上した結

果、当事業年度末では、369,351百万

円の一時的な債務超過の状態となっ

ている。 

 また、当事業年度末現在、返済期

限の到来した借入金がある。これら

の状況により、継続企業の前提に重

要な疑義が存在している。 

 当該状況を解決すべく、当社は、

取引金融機関の皆様から「事業再生

計画」について同意をいただき、平

成17年３月31日に400,420百万円の債

務免除を受けた。この結果、債務超

過の状態は解消されている。また、

返済期限の到来した借入金について

も当該債務免除及び債務の借換、産

業再生機構による買取り等により解

消されている。なお、今後について

も、当該計画の実行に当たっては引

き続き金融機関のご協力が得られる

とともに、平成17年５月10日に実施

された産業再生機構及び新たなスポ

ンサーからの出資により、経営基盤

が強化されている。また、店舗の改

装など収益力の回復についても強力

に推進していく計画である。 

 従って、財務諸表は継続企業を前

提として作成されており、上記の重

要な疑義の影響を反映していない。 

 なお、当該計画は産業活力再生特

別措置法第３条第１項の規定に基づ

く「事業再構築計画」として経済産

業省より認定を受けている。 

  



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 その他有価証券 

① 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格

等に基づく時価法 

 （評価差額は全部資本

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定） 

その他有価証券 

① 時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

① 時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に

基づく時価法 

 （評価差額は全部資本

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定） 

 ② 時価のないもの 

 移動平均法による原価

法 

② 時価のないもの 

同左 

② 時価のないもの 

同左 

 (2）たな卸資産 

商品  「企業会計原則と関

係諸法令との調整に

関する連続意見書」

第四による売価還元

平均原価法 

(2）たな卸資産 

商品   同左 

(2）たな卸資産 

商品   同左 

 貯蔵品 最終仕入原価法によ

る原価法 

貯蔵品  同左 貯蔵品  同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

建物及び構築物 定額法

機械装置、車輌運搬

具及び工具器具備品 
定率法

同左 同左 

  なお、主な耐用年数は以下の

とおりである。 

  

 建物及び構築物 ８～50年

機械装置、車輌運搬

具及び工具器具備品 
３～20年

  

 (2）無形固定資産    定額法 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用している。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 (3）長期前払費用 

定額法 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

え、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上している。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

３．引当金の計上基準 (2）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え、当

事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を

計上している。 

 会計基準変更時差異について

は、退職給付信託設定による償

却後の残額について、15年によ

る按分額を営業外費用として処

理している。 

 過去勤務債務については、発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により費用処理して

いる。 

 数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度より費用

処理している。 

(2）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え、当

事業年度末における退職給付債

務及び退職給付信託資産の見込

額に基づき、当中間会計期間末

において発生していると認めら

れる額を計上している。 

 会計基準変更時差異について

は、退職給付信託設定による償

却後の残額について、15年によ

る按分額を営業外費用として処

理している。 

 過去勤務債務については、発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により費用処理して

いる。 

 数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度より費用

処理している。 

(2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え、当

事業年度末における退職給付債

務及び退職給付信託資産の見込

額に基づき計上している。 

 会計基準変更時差異について

は、退職給付信託設定による償

却後の残額について、15年によ

る按分額を営業外費用として処

理している。 

 過去勤務債務については、発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により費用処理して

いる。 

 数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度より費用

処理している。 

  

   

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 （追加情報） 

    当社が加入しているダイエー

厚生年金基金が、平成17年１月

28日付で厚生労働大臣より解散

の認可を受け、同日解散した。

これにより、一部制度を退職一

時金制度に移行するとともに、

平成17年３月１日より新たに確

定拠出年金制度を導入してい

る。これに伴い、「退職給付制

度間の移行等に関する会計処

理」（企業会計基準適用指針第

１号 平成14年１月31日 企業会

計基準委員会）を適用し、厚生

年金基金解散益が発生したこと

で税引前当期純損失は19,947百

万円減少している。 

 また、リストラクチャリング

に伴う従業員の大量退職に対し

ても当該指針を適用し、大量退

職者に対応する未認識数理計算

上の差異等4,936百万円及び会計

基準変更時差異の未処理額9,305

百万円を当事業年度において償

却している。これにより税引前

当期純損失は14,242百万円増加

している。 

  

 (3) 関係会社事業損失引当金  

  関係会社の事業損失に備え、当

該会社の財政状態及び経営成績等

を勘案し、損失見込額を計上して

いる。 

  

 (3) 関係会社事業損失引当金 

同左 

  

 （3）関係会社事業損失引当金 

同左  

  

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

 ３．引当金の計上基準 (4)      ────── (4) 事業再構築引当金 

 「事業再生計画」による事業

構造改革に伴い発生する損失に

備え、店舗撤退損等の損失見込

額を計上している。 

(4) 事業再構築引当金 

同左 

  (5) 構造改革引当金 

 ダイエーグループ「新３カ年計

画」による事業構造改革に伴い

発生する損失に備え、店舗閉鎖

損等の損失見込額を計上してい

る。 

(5)       ────── (5) 構造改革引当金 

 ダイエーグループ「新３カ年計

画」による事業構造改革に伴い

発生する損失に備え、店舗閉鎖

損等の損失見込額を計上してい

る。なお、ダイエーグループ

「新３カ年計画」の終了に伴

い、全額を取り崩している。 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理している。 

同左  外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ている。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の 

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によってい

る。 

同左 同左 

６．ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によってい

る。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

 当中間会計期間にヘッジ会計

を適用したヘッジ手段とヘッジ

対象は次のとおりである。 

① ヘッジ手段・・為替予約 

② ヘッジ対象・・輸入取引 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 当期にヘッジ会計を適用した

ヘッジ手段とヘッジ対象は次の

とおりである。 

① ヘッジ手段・・為替予約 

② ヘッジ対象・・輸入取引 

 (3) ヘッジ方針 

 デリバティブ取引に関する社

内規定に基づき、為替変動リス

クをヘッジしている。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左  

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象とヘッジ手段の相

場変動の累計を比較してヘッジ

の有効性を評価している。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

         同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

          同左 

７．消費税等の会計処理  税抜方式によっている。 

 なお、仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ、「未払金」

に含めて計上している。 

同左  税抜方式によっている。 



   会計処理方法の変更 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

──────       ────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日 企業会

計基準委員会）が、平成16年３月31

日から平成17年３月30日までに終了

する事業年度に係る財務諸表から適

用できることから、当事業年度より

同会計基準及び同適用指針を適用し

ている。これにより税引前当期純損

失は145,418百万円増加している。 

 また、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き各資産の金額から直接控除してい

る。 

前中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

──────  「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に基づき、法人事業税の付

加価値割及び資本割の合計額につい

ては、販売費及び一般管理費に計上

している。 

 この結果、販売費及び一般管理

費、営業損失及び経常損失が553百

万円増加し、税引前中間純利益が同

額減少している。 

      ────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成17年８月31日） 

前事業年度末 
（平成17年２月28日） 

※１．クレジット販売による売却債権の未収

額 

2,294百万円 

※１．クレジット販売による売却債権の未収

額 

2,445百万円 

※１．クレジット販売による売却債権の未収

額 

2,569百万円 

※２．有形固定資産の減価償却累計額 

290,282百万円 

※２．有形固定資産の減価償却累計額 

299,403百万円 

※２．有形固定資産の減価償却累計額 

295,825百万円 

※３．担保提供資産及び担保付債務 

担保に供している資産 

※３．担保提供資産及び担保付債務 

担保に供している資産 

※３．担保提供資産及び担保付債務 

担保に供している資産 

建物 71,743百万円

土地 158,082百万円

投資有価証券 35,704百万円

関係会社株式 74,641百万円

差入保証金 95,079百万円

投資その他の資産 

「その他」 
11,228百万円

計 446,477百万円

建物 39,607百万円

土地 109,006百万円

投資有価証券 2,323百万円

関係会社株式 62,424百万円

差入保証金 82,198百万円

投資その他の資産 

「その他」 
7,777百万円

計 303,336百万円

現金及び預金 14,406百万円

流動資産「その他」 8,007百万円

建物 41,617百万円

土地 110,621百万円

投資有価証券 19,865百万円

関係会社株式 69,205百万円

差入保証金 94,293百万円

投資その他の資産 

「その他」 
10,305百万円

計 368,319百万円

対応する債務 対応する債務 対応する債務 

短期借入金 795,047百万円

未払金 154百万円

長期借入金 

（「１年内に返済する

長期借入金」を含む） 

160,016百万円

預り保証金 2,484百万円

固定負債「その他」 2,346百万円

計 960,047百万円

短期借入金 9,000百万円

未払金 162百万円

長期借入金 

（「１年内に返済する

長期借入金」を含む）

445,774百万円

預り保証金 2,440百万円

固定負債「その他」 2,184百万円

計 459,560百万円

短期借入金 804,731百万円

長期借入金 

（「１年内に返済する

長期借入金」を含む） 

148,923百万円

預り保証金 2,396百万円

固定負債「その他」 2,427百万円

計 958,477百万円

 なお、建物71,743百万円のうち1,078

百万円及び土地158,082百万円のうち

10,814百万円は、関係会社の金融機関か

らの借入金4,946百万円及び当社の預り

保証金に対する担保として差し入れてい

る。 

 また、宅地建物取引業法に基づき法務

局に流動資産「その他」のうち10百万円

を供託している。 

  

  

 なお、建物41,617百万円のうち1,809

百万円及び土地110,621百万円のうち

10,814百万円は、関係会社の金融機関か

らの借入金4,946百万円及び当社の預り

保証金に対する担保として差し入れてい

る。 

 また、宅地建物取引業法に基づき法務

局に流動資産「その他」のうち10百万円

を供託している。 

 



前中間会計期間末 
（平成16年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成17年８月31日） 

前事業年度末 
（平成17年２月28日） 

※４．差入保証金の返還請求権を第三者に売

却していることに関して、当該取引は、

店舗の賃貸借契約における法的地位や権

利は移転しないが、当該返還請求権に対

する支配が第三者に移転しているため、

会計上、売却取引として認識している。

当該取引により、売却処理した差入保証

金の当中間期末の未償還残高は8,306百

万円である。なお、一部の返還請求権の

購入者には、一定期日において当該請求

権を当社に売り戻す権利が付与されてい

る。 

 この他、差入保証金の返還請求権の売

却取引に係る信用補完のために、店舗の

敷金2,118百万円について、返還請求権

を移転しているが、この対価の精算は賃

貸借契約終了まで留保されている。 

※４．差入保証金の返還請求権を第三者に売

却していることに関して、当該取引は、

店舗の賃貸借契約における法的地位や権

利は移転しないが、当該返還請求権に対

する支配が第三者に移転しているため、

会計上、売却取引として認識している。

当該取引により、売却処理した差入保証

金の当中間期末の未償還残高は6,455百

万円である。なお、一部の返還請求権の

購入者には、一定期日において当該請求

権を当社に売り戻す権利が付与されてい

る。 

 この他、差入保証金の返還請求権の売

却取引に係る信用補完のために、店舗の

敷金2,118百万円について、返還請求権

を移転しているが、この対価の精算は賃

貸借契約終了まで留保されている。 

※４．差入保証金の返還請求権を第三者に売

却していることに関して、当該取引は、

店舗の賃貸借契約における法的地位や権

利は移転しないが、当該返還請求権に対

する支配が第三者に移転しているため、

会計上、売却取引として認識している。

当該取引により売却処理した差入保証金

の当期末の未償還残高は6,455百万円で

ある。なお、一部の返還請求権の購入者

には、一定期日において当該請求権を当

社に売り戻す権利が付与されている。 

 この他、差入保証金の返還請求権の売

却取引に係る信用補完のために、店舗の

敷金2,118百万円について、返還請求権

を移転しているが、この対価の精算は賃

貸借契約終了まで留保されている。 

※５．土地の再評価に関する法律（平成10年

３月31日公布法律第34号）及び土地の再

評価に関する法律の一部を改正する法律

（平成11年３月31日公布法律第24号）に

基づき、事業用土地の再評価を行ってい

る。なお、評価差額に係る税金相当額を

「再評価に係る繰延税金負債」として負

債の部に計上し、これを控除した金額を

「土地再評価差額金」として資本の部に

計上している。 

※５．     同左 ※５．土地の再評価に関する法律（平成10年

３月31日公布法律第34号）及び土地の再

評価に関する法律の一部を改正する法律

（平成11年３月31日公布法律第24号）に

基づき、事業用土地の再評価を行ってい

る。なお、評価差額に係る税金相当額を

「再評価に係る繰延税金負債」として負

債の部に計上し、これを控除した金額を

「土地再評価差額金」として資本の部に

計上している。 

・再評価を行った年月日 

平成13年２月28日 

 ・再評価を行った年月日 

平成13年２月28日 

・再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平

成10年３月31日公布政令第119号）第２

条第５号に定める不動産鑑定士による鑑

定評価により算出する方法及び同条第３

号に定める固定資産税評価額に基づき、

合理的な調整を行って算出する方法によ

っている。 

 ・再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平

成10年３月31日公布政令第119号）第２

条第５号に定める不動産鑑定士による鑑

定評価により算出する方法及び同条第３

号に定める固定資産税評価額に基づき、

合理的な調整を行って算出する方法によ

っている。 

  ・再評価を行った土地の当期末における

時価と再評価後の帳簿価額との差額 

△26,702百万円 

 



前中間会計期間末 
（平成16年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成17年８月31日） 

前事業年度末 
（平成17年２月28日） 

 ６．偶発債務 

 預り保証金返還債務に対する保証額 

 ６．偶発債務 

 預り保証金返還債務に対する保証額 

 ６．偶発債務 

 預り保証金返還債務に対する保証額 

日本毛織㈱ 3,089百万円

㈱読売新聞社 546百万円

計 3,635百万円

日本毛織㈱ 2,471百万円

㈱読売新聞社 273百万円

計 2,744百万円

日本毛織㈱ 2,471百万円

㈱読売新聞社 273百万円

計 2,744百万円

 借入債務に対する保証額（保証予約等

を含む） 

 借入債務に対する保証額  借入債務に対する保証額 

㈱ホークスタウン 

（旧㈱福岡ダイエー・

リアル・エステート） 

13,079百万円

㈱オレンジエステート 8,370百万円

㈱浦安中央開発 1,293百万円

㈱日本流通リース 906百万円

㈱西神オリエンタル開

発 
555百万円

㈱福岡リアルエステー

ト 
330百万円

㈱セリティフーズ 38百万円

従業員の住宅ローン 

97件 
230百万円

計 24,801百万円

㈱オレンジエステート 2,727百万円

従業員の住宅ローン 

64件 
135百万円

計 2,862百万円

㈱ホークスタウン 

（旧㈱福岡ダイエー・

リアル・エステート） 

12,643百万円

㈱オレンジエステート 8,250百万円

㈱浦安中央開発 1,221百万円

㈱日本流通リース 862百万円

㈱西神オリエンタル開

発 
531百万円

㈱福岡リアルエステー

ト 
300百万円

㈱セリティフーズ 35百万円

従業員の住宅ローン 

83件 
184百万円

計 24,027百万円

 保証金供託債務に対する保証額  保証金供託債務に対する保証額  保証金供託債務に対する保証額 

㈱中合 400百万円

㈱中合友の会 200百万円

㈱アドバンスド・デ 

パートメントストアー

ズオブジャパン 

40百万円

計 640百万円

㈱中合 400百万円

㈱中合友の会 150百万円

㈱アドバンスド・デ 

パートメントストアー

ズオブジャパン 

37百万円

計 587百万円

㈱中合 400百万円

㈱中合友の会 200百万円

㈱アドバンスド・デ 

パートメントストアー

ズオブジャパン 

35百万円

計 635百万円

   賃料支払債務に対する保証額 

   ㈱ロジワン 12,455百万円 

計  12,455百万円 

      



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

※１．売上仕入（いわゆる消化仕入）契約に

基づき販売した商品に係るもの 

※１．売上仕入（いわゆる消化仕入）契約に

基づき販売した商品に係るもの 

※１．売上仕入（いわゆる消化仕入）契約に

基づき販売した商品に係るもの 

売上高 50,774百万円

売上原価 41,863百万円

売上総利益 8,910百万円

売上高 46,249百万円

売上原価 37,990百万円

売上総利益 8,258百万円

売上高 98,522百万円

売上原価 81,395百万円

売上総利益 17,127百万円

売上高に含まれる卸売上高（フラン 

チャイジー及び関係会社等への商品供

給） 

140,859百万円 

売上高に含まれる卸売上高（フラン 

チャイジー及び関係会社等への商品供

給） 

128,169百万円 

売上高に含まれる卸売上高（フラン 

チャイジー及び関係会社等への商品供

給） 

274,938百万円 

※２．営業外収益のうち主要項目 ※２．営業外収益のうち主要項目 ※２．営業外収益のうち主要項目 

受取利息及び配当金 9,474百万円 受取利息及び配当金 11,159百万円 受取利息及び配当金 18,136百万円

受取配当金には、関係会社からの配当

金809百万円（中間配当金779百万円含

む）が含まれている。 

受取配当金には、関係会社からの配当

金546百万円（中間配当金517百万円含

む）が含まれている。 

  

※３．営業外費用のうち主要項目 ※３．営業外費用のうち主要項目 ※３．営業外費用のうち主要項目 

支払利息 6,270百万円

退職給付会計基準変更

時差異処理額 
1,359百万円

支払利息 7,939百万円

退職給付会計基準変更

時差異処理額 
215百万円

支払利息 12,473百万円

退職給付会計基準変更

時差異処理額 
2,478百万円

※４．特別利益のうち主要項目 ※４．特別利益のうち主要項目 ※４．特別利益のうち主要項目 

貸倒引当金戻入益 2,406百万円

構造改革引当金戻入益 1,224百万円

関係会社事業損失引当

金戻入益 
1,062百万円

投資有価証券売却益 651百万円

過年度損益修正益 560百万円

債務免除益 400,420百万円

投資有価証券売却益 30,669百万円

   

   

   

厚生年金基金解散益 19,947百万円

構造改革引当金戻入益 19,373百万円

投資有価証券売却益 9,307百万円

関係会社株式売却益 3,978百万円

※５．特別損失のうち主要項目 ※５．特別損失のうち主要項目 ※５．特別損失のうち主要項目 

構造改革損失 4,590百万円

関係会社株式評価損 3,435百万円

固定資産除却損 1,490百万円

過年度損益修正損 635百万円

関係会社支援損 500百万円

リース解約損 377百万円

関係会社事業損失引当

金繰入額 
12,063百万円

関係会社株式評価損 7,529百万円

固定資産減損損失 2,902百万円

   

   

   

固定資産減損損失 145,418百万円

関係会社事業損失引当

金繰入額 
143,599百万円

事業再構築引当金繰入

額 
134,443百万円

貸倒引当金繰入額 52,309百万円

関係会社株式評価損 17,779百万円

構造改革損失 8,703百万円

固定資産除却損 1,681百万円

 



前中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

※６．  ―――――――― ※６．固定資産減損損失 ※６．固定資産減損損失 

  当中間会計期間において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を計

上している。 

（１）減損損失を認識した資産グループの概要

  

地域 用途 種類 
金額 

（百万円） 

 関東 店舗 
土地及び 

建物等   
1,083 

九州 
店舗 

事務所  

土地及び 

建物等   
1,819 

 当事業年度において、当社は以下の資産

グループについて減損損失を計上してい

る。 

（１）減損損失を認識した資産グループの概要

  

地域 用途 件数  種類 

 北海道
店舗、賃貸

用不動産 
 10 

土地、建

物等、借

地権他  

 東北 
店舗、賃貸

用不動産 
 11 

土地、建

物等、借

地権他   

 関東 

店舗、賃貸用

不動産、遊休

不動産 

 58 

土地、建

物等、借

地権他   

 中部 

店舗、賃貸用

不動産、遊休

不動産 

 16 
土地、建

物等   

 近畿 

店舗、賃貸用

不動産、遊休

不動産  

 53 

土地、建

物等、借

地権他   

中国・

四国 

店舗、遊休不

動産   
 13 

土地、建

物等、借

地権他   

九州・

沖縄 

店舗、賃貸用

不動産  
 33 

土地、 

建物等  

  

  （２）減損損失の認識に至った経緯  

店舗については、市場価格が帳簿価額より

著しく下落している資産グループの帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、事務所につ

いては、除却あるいは売却により処分する

決定を行ったため、その資産グループの帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を特別損失に計上している。 

（２）減損損失の認識に至った経緯  

 店舗及び賃貸用不動産については、継続し

て営業損失が発生している店舗または市場

価格が帳簿価額より著しく下落している資

産グループの帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、遊休不動産については、市場価格

が帳簿価額より著しく下落している資産グ

ループの帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を「固定資産減損損失」と

して特別損失に計上している。 

  （３）減損損失の内訳 

(注)リース資産、無形固定資産を含めている。

   建物等(注) 889百万円 

   土地 2,012百万円 

   合計 2,902百万円 

 （３）減損損失の内訳 

(注）１.リース資産を含めている。 

２.その他の無形固定資産、長期前払

費用を含めている。 

店舗 
賃貸用
不動産 

遊休不
動産 

合計 
（百万円）

建物等
（注）1

74,783 7,108 6,978 88,868

土地 37,006 8,471 3,666 49,142

借地権そ
の他
（注）2 

6,366 13 1,030 7,408

合計 118,154 15,591 11,673 145,418

   （４）資産のグルーピングの方法 

キャッシュ・フローを生み出す最小単位と

して店舗を基本単位とし、賃貸用不動産及

び遊休不動産については、個別の物件毎に

グルーピングしている。 

 （４）資産のグルーピングの方法 

キャッシュ・フローを生み出す最小単位と

して店舗を基本単位とし、店舗以外の賃貸

用不動産及び遊休不動産については、個別

の物件毎にグルーピングしている。 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

   （５）回収可能価額の算定方法 

資産グループの回収可能価額のうち正味売

却価額は、主として不動産鑑定評価基準に

より評価しており、使用価値については将

来キャッシュ・フローを５％で割引いて算

定している。 

 （５）回収可能価額の算定方法 

同左 

       

 ７．減価償却実施額  ７．減価償却実施額  ７．減価償却実施額 

有形固定資産 6,181百万円

無形固定資産 84百万円

計 6,265百万円

有形固定資産 3,615百万円

無形固定資産 43百万円

計 3,658百万円

有形固定資産 12,318百万円

無形固定資産 192百万円

計 12,509百万円



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・ 

リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・ 

リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・ 

リース取引 

（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

有形固定資産
「その他」 

59,193 36,179 23,014 

その他 129 77 52 

計 59,322 36,256 23,066 

  

取得価
額相当
額 
(百万
円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万
円) 

減損損
失累計
額相当
額 
（百万
円)  

中間期
末残高
相当額
(百万
円) 

有形固
定資産
「その
他」 

48,148 28,594 10,634 8,920

その他 169 86 38 45

計 48,317 28,680 10,672 8,965

取得価
額相当
額 
(百万
円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万
円) 

減損損
失累計
額相当
額 
（百万
円）  

期末残
高相当
額 
(百万
円) 

有形固
定資産
「その
他」 

58,817 38,560 10,582 9,675

その他 176 88 38 50

計 58,993 38,648 10,620 9,725

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

１年内 7,347百万円

１年超 17,000百万円

計 24,347百万円

１年内 5,954百万円

１年超 12,965百万円

計 18,919百万円

リース資産減損

勘定の残高
8,876百万円

１年内 6,528百万円

１年超 14,968百万円

計 21,496百万円

リース資産減損

勘定の残高 
10,620百万円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

支払リース料 4,898百万円

減価償却費相当額 4,260百万円

支払利息相当額 533百万円

支払リース料 3,910百万円

リース資産減損勘

定の取崩額（注） 
1,804百万円

減価償却費相当額 1,627百万円

支払利息相当額 414百万円

減損損失   61百万円

支払リース料 9,208百万円

リース資産減損勘

定の取崩額 
－百万円

減価償却費相当額    8,049百万円

支払利息相当額 988百万円

減損損失 10,620百万円

  

  

（注）解約による取崩額を含めている。 

  

  

  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっている。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利息法によって

いる。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

未経過リース料 

（借主側） 

未経過リース料 

（借主側） 

未経過リース料 

１年内 23,435百万円

１年超 130,343百万円

計 153,778百万円

１年内 23,447百万円

１年超 116,658百万円

計 140,104百万円

１年内 22,989百万円

１年超 117,441百万円

計 140,430百万円



（有価証券関係） 

（前中間会計期間）（平成16年８月31日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

（当中間会計期間）（平成17年８月31日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

（前事業年度）（平成17年２月28日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

次へ  

  中間貸借対照表計上額 時価 差額 

子会社株式 42,599 百万円   89,126 百万円   46,527 百万円 

関連会社株式 22,505 百万円   24,517 百万円   2,013 百万円 

  中間貸借対照表計上額 時価 差額 

子会社株式 36,189 百万円   100,425 百万円   64,236 百万円 

関連会社株式 22,175 百万円   23,676 百万円   1,501 百万円 

  貸借対照表計上額 時価 差額 

子会社株式 42,211 百万円   101,146 百万円   58,935 百万円 

関連会社株式 22,454 百万円   26,508 百万円   4,054 百万円 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額

の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

前中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

１株当たり純資産額 

△273円49銭 

１株当たり純資産額 

732円60銭 

１株当たり純資産額 

△1,337円01銭 

１株当たり中間純利益金額 

0円72銭 

１株当たり中間純利益金額 

2,658円22銭 

１株当たり当期純損失金額 

729円20銭 

潜在株式調整後１株当たり 

中間純利益金額 

0円32銭 

潜在株式調整後１株当たり 

中間純利益金額 

2,271円35銭 

 当社は、平成17年５月10日付で発行済

普通株式について10株を１株の割合で併

合しており、下記の数値は当該併合が前

期首に行われたと仮定して算定してい

る。 

 なお、前事業年度の潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額については、当

期純損失が計上されているため記載して

いない。 

前中間会計期間 前事業年度 

 １株当たり純資産額   １株当たり純資産額 

 △2,734円96銭 △13,370円13銭  

 １株当たり中間純利益

金額  

 １株当たり当期純損失

金額 

 7円26銭  7,291円95銭  

 潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 

 潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 

 3円29銭        ― 

 なお、潜在株式調整後1株当たり

当期純利益金額については、1株当

たり当期純損失金額が計上されてい

るため記載していない。  

  



  
前中間会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日)

当中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日)

中間純利益又は当期純損失（△）    

             （百万円） 
471 403,098 △473,699 

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － － － 

普通株式に係る中間純利益又は当期純

損失（△）        （百万円） 
471 403,098 △473,699 

期中平均株式数       （千株） 648,790 151,641 649,619 

（うち、普通株式） (448,005) (81,723) (448,834) 

（うち、甲種類株式） (   － ) (61,791) (   － ) 

（うち、Ａ種優先株式） (12,815) (487) (12,814) 

（うち、Ｇ種優先株式） (187,970) (7,639) (187,969) 

潜在株式調整後 

１株当たり中間（当期）純利益金額 
      

中間（当期）純利益調整額 （百万円） － － － 

普通株式増加数       （千株） 782,394 25,828 － 

（うち、Ｂ種優先株式） (12,815) (487) ( －) 

（うち、Ｄ種①優先株式） (90,539) (1,476) ( －) 

（うち、Ｄ種②優先株式） (90,539) (1,476) ( －) 

（うち、Ｅ種優先株式） (226,347) (8,611) ( －) 

（うち、Ｆ種優先株式） (362,155) (13,777) ( －) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額の算定に含めなかった潜在株式の

概要 

該当なし。 

平成17年５月26日定時

株主総会決議による新

株予約権（新株予約権

の数14,946個）。   

 なお、概要は「新株

予約権等の状況」に記

載のとおりである。  

該当なし。 



（重要な後発事象） 

 前中間会計期間（自 平成16年３月１日 至 平成16年８月31日）  

  該当事項なし  

  

 当中間会計期間（自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日） 

  該当事項なし 

  

 前事業年度（自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日） 

  

 １．当社は、平成17年３月７日開催の取締役会において、以下の財務リストラクチャリング等の実施について臨時株 

   主総会及び種類株主様による種類株主総会の承認を条件に決議し、平成17年３月30日開催の臨時株主総会及び普通 

   株主様による種類株主総会にて承認され、その他優先株主様による種類株主総会については、平成17年３月29日付 

   にて書面による承認を得た。 

 なお、以下の財務リストラクチャリング等は、有価証券報告書提出日現在、すべて効力が発生している。 

  

 (1) 資本減少及び資本減少に伴うＡ種、Ｂ種、Ｅ種、Ｆ種及びＧ種の各優先株式の無償強制消却     

  当社の資本金119,510,560,000円のうち、119,010,560,000円の無償の資本減少を行い、資本減少後の資本金は

500,000,000円となった。 

 発行済みのＡ種優先株式(4,500,000株)、Ｂ種優先株式(4,500,000株)、Ｅ種優先株式(50,000,000株)、Ｆ種優

先株式(80,000,000株) 及びＧ種優先株式（50,000,000株）の全てを無償で強制消却を行った。  

  ① 株券提出期間                 平成17年４月１日から平成17年５月９日 

  ② 債権者異議申述期間              平成17年４月１日から平成17年５月９日 

  ③ 減資及び消却の効力発生日        平成17年５月10日 

  

 (2) 株式の併合 

   普通株式10株を１株に併合し、これに伴い、１単元の株式の数を500株から50株に引き下げた。 

 ① 株券提出期間               平成17年４月１日から平成17年５月９日 

  ② 売買停止期間                    平成17年４月28日から平成17年５月９日 

   ③ 株式併合の効力発生日            平成17年５月10日 

   ④ １単元の株式数の変更の効力発生日    平成17年５月10日 

  

 (3) Ｄ種①優先株式及びＤ種②優先株式にかかる転換条件の変更  

  発行済みのＤ種①優先株式及びＤ種②優先株式について転換条件の変更を行った。なお、Ｄ種①優先株式及び

Ｄ種②優先株式は、平成17年３月31日をもって普通株式に転換されており、転換により生じた普通株式も、上記

(2)に従い併合した。 

  

 (4) 第三者割当による新株発行  

  ① 普通株式の発行内容 

 ⅰ．発行株式数                    33,244,650株 

 ⅱ．１株当たりの発行価額            1,113円 

 ⅲ．発行総額                 37,001,295,450円 

 ⅳ．資本組入額                 18,517,270,050円 (１株につき557円) 

 ⅴ．申込期間                      平成17年３月７日から平成17年５月10日 

 ⅵ．払込期日                  平成17年５月10日 

 ⅶ．配当起算日                 平成17年３月１日 

 ⅷ．新株券交付日                     平成17年５月11日 

 ⅸ．割当先及び割当株式数                有限会社ＤＲＦ                         23,292,700株 

                                         丸紅リテールインベストメント株式会社     9,951,950株 

 ⅹ．新株式の継続所有の取決めに関する事項 

 割当新株式を発行日より２年以内に譲渡する場合には、その内

容を当社に報告する旨の確約書を得ている。 

  



  ② 甲種類株式の発行内容 

 ⅰ．発行株式数                             99,733,950株 

 ⅱ．１株当たりの発行価額               752円 

 ⅲ．発行総額                            74,999,930,400円※ 

 ⅳ．資本組入額                         37,499,965,200円(１株につき376円) 

 ⅴ．申込期間                            平成17年３月７日から平成17年５月10日 

 ⅵ．払込期日                      平成17年５月10日 

 ⅶ．配当起算日                             平成17年３月１日 

 ⅷ．新株券交付日                           平成17年５月11日    

 ⅸ．割当先及び割当株式数                株式会社産業再生機構                    66,489,300株※ 

                                               有限会社ＤＲＦ                   23,292,700株 

                                              丸紅リテールインベストメント株式会社   9,951,950株 

  ※このうち、株式会社産業再生機構による現物出資（借入金の株式化）が発行総額で39,999,970,400円、割

当株式数で53,191,450株含まれている。 

  

 (5) その他の事項 

  当社の総株主の議決権の数及び提出日現在の資本の額 

   総株主の議決権の数     

（平成17年５月10日の当社第三者割当増資の効力発生直前）    1,239,174個  

（平成17年５月10日の当社第三者割当増資の効力発生後）        3,898,746個 

     資本の額 

（平成17年５月10日の当社第三者割当増資の効力発生直前）   500,000,000円 

（平成17年５月10日の当社第三者割当増資の効力発生後）    56,517,235,250円 

  

 ２． 当社は、平成17年３月31日までに株式会社産業再生機構、取引金融機関及び当社グループ11社との間で「債権者 

    間の協定書」並びに「免責的債務引受契約書」を、また、株式会社産業再生機構及び取引金融機関との間で「債権 

    放棄に関する合意書」を締結した。これらの契約書等に基づき、当社は対象となるグループ各社の金融機関に対す 

    る債務について免責的債務引受を実施するとともに、金融機関より債務の一部免除や返済期間等の変更をしていた 

    だいた。 

  

 (1) 債務免除の概要 

   ① 対象借入先                        株式会社ユーエフジェイ銀行 

                                          株式会社三井住友銀行 

                                          株式会社みずほコーポレート 

                                          他 

  ② 債務免除を受けた金額            400,420百万円 

 (2) 免責的債務引受の概要 

  ① 対象会社                         株式会社十字屋 

                                       株式会社日本流通リース 

                                       他  

  ② 債務を引き受けた金額              80,786百万円 

  

  

 ３. 当社と株式会社十字屋(以下「十字屋」)は、平成17年２月23日に締結した株式交換に関する覚書に基づき、 

  平成17年５月９日両社の取締役会の決議を経て、当社が十字屋を完全子会社とする旨の株式交換契約書を締結した。 

   

 株式交換契約の概要 

 (1) 株式交換の内容 

 当社については商法第358条第１項に基づき、十字屋については産業活力再生特別措置法第12条の４第２項に基

づいて、両社の株主総会の承認を得ずに実施する。なお、当社は経済産業省より産業活力再生特別措置法に基づ

く事業再構築計画の認定をいただいている。 

 (2) 株式交換の日                     平成17年７月１日 

  ただし、株式交換の手続進行上の必要性その他の事由により、株式会社ダイエー及び十字屋は協議の上この期日

を変更することができる。 



 (3) 株式交換比率 

   ただし、当該交換比率は、当社が株式交換日前に、発行済み普通株式10株を１株とする割合での普通株式の

株式併合を実施していることが前提となる。なお、上記株式併合は、平成17年３月30日開催の当社臨時株主総会

及び普通株主様による種類株主総会にて承認され、その他優先株主様による種類株主総会については平成17年３

月29日付にて書面による承認を得ている。 

 また、当社が保有する十字屋の普通株式158,899,160株に対するダイエー株式の割当ては行わない。 

 (4) 株式交換に際して発行する当社の株式数    普通株式2,960,646株 

 十字屋の株主(当社を除く)は、当社が本株式交換に際して発行する新株割当を受けて当社の株主となり、十字

屋の株主(当社を除く)が有する十字屋の株式は、当社に移転し、十字屋は当社の完全子会社となる。 

 (5) 株式交換交付金 

  株式交換交付金は支払わないものとする。 

 (6) 利益配当の起算日 

  株式交換に際して発行される当社普通株式2,960,646株に対する利益配当金は、平成17年３月１日から起算する。

 (7) 増加すべき資本金及び資本準備金の額 

  本株式交換によって当社の資本金は増加しない。また、増加すべき資本準備金の額は、株式交換の日において

十字屋に現存する純資産額に、十字屋の発行済株式の総数に対する株式交換により当社に移転する株式の割合を乗

じた額となる。 

  

 ４．当社が保有する株式会社リクルート株式を売却した。その概要は以下のとおりである。 

 （1）当該事象の発生年月日            平成17年５月19日 

 （2）当該事象の内容 

    ① 売却の理由                事業再生計画の基本方針に基づいて行うもの 

    ② 譲渡先                  株式会社あおぞら銀行 

                          農林中央金庫 

                                          投資事業有限責任組合ＡＰ ＲＣＴ Ｆｕｎｄ 

    ③ 譲渡資産の種類              投資有価証券 

    ④ 売却株式数                        株式会社ダイエー             4,772,000株  

                                      （サン総合開発株式会社           600,000株) 

    ⑤ 売買契約締結日                ５月19日 

    ⑥ 売却額                         約550億円（サン総合開発株式会社含む） 

  (3）当該事象の損益に与える影響額 

 平成18年２月期において、売却益として単独で約306億円計上する見込である。 

  

会社名 株式会社ダイエー 株式会社十字屋 

 株式交換比率 1 0.043 



(2）【その他】 

 該当事項なし。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

(1)発行登録追補書類及びその添付書類 

平成17年３月７日関東財務局長に提出 

(2)臨時報告書 

平成17年３月７日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号（募集によらないで取得される有価証券の発行）に基づく臨 

報時告書である。 

(3)訂正発行登録書 

平成17年３月７日関東財務局長に提出 

(4)臨時報告書 

平成17年３月31日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書である。 

(5)臨時報告書 

平成17年３月31日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（提出会社の財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事 

象の発生）及び第19号（当該連結会社の財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象の発生）に基づく臨時報告 

書である。 

(6)訂正発行登録書 

平成17年３月31日関東財務局長に提出 

(7)臨時報告書 

平成17年５月10日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書である。 

(8)訂正報告書 

平成17年５月10日関東財務局長に提出 

平成17年２月23日提出の臨時報告書に係る訂正報告書である。 

(9)訂正発行登録書 

  平成17年５月10日関東財務局長に提出 

(10)発行登録取下届出書 

  平成17年５月11日関東財務局長に提出 

(11)臨時報告書 

平成17年５月17日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書である。 

(12)臨時報告書 

  平成17年５月19日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（提出会社の財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事

象の発生）及び第19号（当該連結会社の財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象の発生）に基づく臨時報告

書である。 

(13)有価証券報告書及びその添付書類 

平成17年５月31日関東財務局長に提出 

事業年度（第54期）（自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日） 

(14)訂正報告書 

  平成17年５月31日関東財務局長に提出 

  平成16年５月28日提出の有価証券報告書に係る訂正報告書である。 

(15)臨時報告書 

  平成17年７月１日関東財務局長に提出 

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第11号（提出会社の子会社に対する債権の一部放棄）、及び第12号

（提出会社の財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象の発生）に基づく臨時報告書である。 

(16)臨時報告書 

  平成17年７月12日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２(ストックオプション制度に伴う新株予約権発行)に基づ

く臨時報告書である。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項なし。 



 独立監査人の中間監査報告書  

   平成１６年１１月２２日

株式会社 ダイエー    

 取締役会 御中   

 監査法人トーマツ  

 
代表社員 

関与社員 
 公認会計士 山 田 信 一   印

 
代表社員 

関与社員 
 公認会計士 杉 本 茂 次   印

 関与社員  公認会計士 北 村 嘉 章   印

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ダイエーの平成16年３月１日から平成17年２月28日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年３月１日から平

成16年８月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ダイエー及び連結子会社の平成16年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成16年３月１日から平成16年８月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

追記情報 

１．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は平成17年３月から始まる翌連結会計年度以降の経営計画につい

て、株式会社ＵＦＪ銀行、株式会社三井住友銀行及び株式会社みずほコーポレートの主力３行並びに関係先と協議中で

ある。現在、株式会社産業再生機構への支援申込を前提として、抜本的な構造改革を基本とした翌連結会計年度以降の

経営計画を策定中であり、状況如何によっては当連結会計年度末において重要な損失を計上する可能性がある。また、

一部の金融機関について当該経営計画確定未了を起因とした返済期限の到来した借入金が存在する。これらの状況によ

り継続企業の前提に関する重要な疑義が生じている。当該状況に対する会社の対応等は当該注記に記載されている。中

間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間連結財務諸表には反映し

ていない。 

２．追加情報に、会社は、連結子会社がその繰越欠損金に対して計上した18,570百万円の繰延税金資産について、同社の

中期経営計画が順調に推移することを前提として回収可能と判断している旨の記載がある。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



 独立監査人の中間監査報告書  

   平成１７年１１月１６日

株式会社 ダイエー    

 取締役会 御中   

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 杉 本 茂 次   印

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 北 村 嘉 章   印

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ダイエーの平成17年３月１日から平成18年２月28日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年３月１日から平

成17年８月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ダイエー及び連結子会社の平成17年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



 独立監査人の中間監査報告書  

   平成１６年１１月２２日

株式会社 ダイエー    

 取締役会 御中   

 監査法人トーマツ  

 
代表社員 

関与社員 
 公認会計士 山 田 信 一   印

 
代表社員 

関与社員 
 公認会計士 杉 本 茂 次   印

 関与社員  公認会計士 北 村 嘉 章   印

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ダイエーの平成16年３月１日から平成17年２月28日までの第54期事業年度の中間会計期間（平成16年３月１日から平成

16年８月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ダイエーの平成16年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年３月１日か

ら平成16年８月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は平成17年３月から始まる翌事業年度以降の経営計画について、

株式会社ＵＦＪ銀行、株式会社三井住友銀行及び株式会社みずほコーポレートの主力３行並びに関係先と協議中であ

る。現在、株式会社産業再生機構への支援申込を前提として、抜本的な構造改革を基本とした翌事業年度以降の経営計

画を策定中であり、状況如何によっては当事業年度末において重要な損失を計上する可能性がある。また、一部の金融

機関について当該経営計画確定未了を起因とした返済期限の到来した借入金が存在する。これらの状況により継続企業

の前提に関する重要な疑義が生じている。当該状況に対する会社の対応等は当該注記に記載されている。中間財務諸表

は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



 独立監査人の中間監査報告書  

   平成１７年１１月１６日

株式会社 ダイエー    

 取締役会 御中   

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 杉 本 茂 次   印

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 北 村 嘉 章   印

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ダイエーの平成17年３月１日から平成18年２月28日までの第55期事業年度の中間会計期間（平成17年３月１日から平成

17年８月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ダイエーの平成17年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年３月１日か

ら平成17年８月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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